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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成16年９月期において判明した過年度の売上の早期計上を当該期に過年度売上値引き及び売上戻り損失等で取消し処理してお

りましたが、過年度財務諸表の適正化を図るため対応する事業年度で取消し処理するとともに売上が実現した時点で売上計上すべ

きと判断し売上高等の修正を行いました。 

 このため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき、平成16年12月17日に提出いたしました有価証券報告書の訂正報告書を

提出するものであります。 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、監査法人トーマツにより、再度監査を受けており、その監査証明書を添

付しております。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

２ 生産、受注及び販売の状況 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

(2）主な資産及び負債の内容 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿を付して表示しております。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。 

  



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税（以下、消費税とは消費税及び地方消費税を含む。）を含んでおりません。 

２．第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。第17期は当期純損失を計上して

おり、また、新株引受権に係るプレミアムが生じていないため、第18期及び第19期は１株当たり当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 

３．第15期の当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、株価収益率は記載しておりません。第17期以降は

当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

４．第19期は期中平均の自己資本金額が債務超過のため、自己資本利益率は記載しておりません。 

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月

売上高（千円） 19,364,576 23,463,361 22,123,200 18,016,012 11,858,759

経常利益又は経常損失（△）
（千円） 

434,605 1,342,868 △55,372 △7,926,289 △7,507,348

当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

509,751 468,327 △549,884 △8,207,654 △16,459,248

純資産額（千円） 6,339,419 8,611,843 7,988,312 △287,216 △13,226,145

総資産額（千円） 35,443,939 42,062,401 42,490,472 31,838,789 27,651,361

１株当たり純資産額（円） 760.94 875.91 812.50 △29.21 △785.79

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失（△）
（円） 

61.18 53.72 △55.93 △834.8 △1,177.18

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ 53.71 － － －

自己資本比率（％） 17.9 20.5 18.8 △0.9 △47.8

自己資本利益率（％） 8.0 5.4 △6.9 △213.2 －

株価収益率（倍） － 14.7 － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

684,931 15,598 △3,891,328 967,212 △12,056,458

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△186,247 41,415 32,553 △145,505 △29,662

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

4,200,741 △709,031 △605,293 △1,244,868 13,306,622

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

9,480,285 8,886,111 4,517,073 4,036,759 5,165,439

従業員数(外、平均臨時雇用
者数)（人） 

166 
（－）

198
（－）

207
(46) 

215 
(38) 

203
(32) 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税を含んでおりません。 

２．第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。第17期は当期純損失を計上して

おり、また、新株引受権に係るプレミアムが生じていないため、第18期及び第19期は１株当たり当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 

３．第15期の当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、株価収益率は記載しておりません。第17期以降は

当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

４．第19期は債務超過のため、自己資本利益率は記載しておりません。 

  

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月

売上高（千円） 18,786,766 21,827,762 20,076,229 15,356,408 8,909,451

経常利益又は経常損失（△）
（千円） 

934,728 1,746,127 22,527 △8,097,582 7,901,801

当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

381,760 631,232 △506,547 △8,310,545 △16,788,138

資本金（千円） 2,921,964 3,686,964 3,686,964 3,686,964 5,436,964

発行済株式総数（株） 8,331,852 9,831,852 9,831,852 9,831,852 16,831,852

純資産額（千円） 6,442,686 8,877,289 8,303,055 △75,364 △13,343,184

総資産額（千円） 34,647,803 41,578,081 42,318,826 31,282,552 27,047,447

１株当たり純資産額（円） 773.26 902.91 844.51 △7.67 △792.74

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額)
（円） 

5.00 
(－) 

7.00
(－) 

7.00
(－) 

－ 
(－) 

－
(－) 

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失（△）
（円） 

45.81 72.40 △51.52 △845.28 △1,200.70

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ 72.39 － － －

自己資本比率（％） 18.6 21.4 19.6 △0.2 △49.3

自己資本利益率（％） 5.9 7.1 △6.1 △202.0 －

株価収益率（倍） － 10.9 － － －

配当性向（％） 10.9 9.6 － － －

従業員数(外、平均臨時雇用
者数)（人） 

116 
（－）

150
（－）

169
（39）

150 
（30） 

131 
（24）



２【沿革】 

  

年月 事項

昭和61年１月 海外映像ソフトの輸入販売を目的として、東京都港区浜松町２丁目１番18号に（株）ギャガ・

コミュニケーションズを設立 

昭和62年１月 映画配給事業開始 

昭和62年４月 米国、ロサンゼルスに米国事務所を設置 

昭和62年10月 出版事業開始 

平成元年５月 米国事務所を現地法人化（Gaga America,Inc.） 

平成２年９月 大型共同買付作品「恋のゆくえ」の劇場公開 

平成３年12月 第１回自社製作日本映画「ゼイラム」の劇場公開 

平成４年４月 東京都港区に関東支社、大阪市北区に関西支社を開設 

平成６年８月 本店を東京都港区六本木３丁目16番35号へ移転 

平成６年10月 実質上の存続会社である（株）ギャガ・コミュニケーションズは、額面変更のため（株）赤坂

シート（形式上の存続会社）に吸収合併され、（株）赤坂シートは商号を（株）ギャガ・コミ

ュニケーションズに変更 

平成７年２月 「マスク」の劇場公開 

平成８年１月 「セブン」の劇場公開 

平成９年11月 デジタル衛星放送への番組供給を目的として、東京都港区に100％出資子会社（株）カミング

スーン・ティービーを設立 

平成10年６月 パリバ・ジャパン（株）と連携し、第１回映画商品ファンド『パリバ・ギャガシネマファンド

１《クランク・イン》』を販売 

平成11年８月 音楽著作権の管理を目的として、東京都港区に100％出資子会社の音楽出版社である（株）ギ

ャガ・ミュージックを設立 

平成11年９月 「ノッティングヒルの恋人」の劇場公開（松竹㈱と共同配給） 

平成11年12月 「エンド・オブ・デイズ」を東宝系日本劇場チェーンにて劇場公開 

平成12年３月 「グリーンマイル」の劇場公開 

平成12年６月 出版部門を分社し、東京都港区に100％出資子会社（株）ギャガ・パブリッシングを設立 

平成13年３月 社団法人外国映画輸入配給協会主催第39回「優秀外国映画輸入配給賞」で、経済産業大臣賞を

受賞 

平成13年４月 「ハンニバル」「メキシカン」の劇場公開 

平成13年６月 株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）に株式を上場 

平成14年４月 子会社（株）カミングスーン・ティービーが子会社（株）ギャガ・パブリッシングを吸収合併

し、（株）ギャガ・クロスメディア・マーケティングに社名を変更 

平成14年12月 子会社（株）ギャガ・クロスメディア・マーケティングが（株）キネマ旬報社の発行済株式の

81％を取得 

平成15年４月 ＩＴ部門を分社化し、東京都港区に100％出資子会社（株）ギャガ・デジタルブレインを設立 

平成15年４月 アカデミー賞作品賞受賞作品「シカゴ」の劇場公開 

平成15年10月 「キル・ビル」の劇場公開 

平成16年７月 株式会社アイ・エム・ジェイ他３社と共同出資でブロードバンド配信事業者向けに映像コンテ

ンツを提供するコンテンツプロバイダー企業「株式会社BBB」設立 

平成16年８月 ドコモ900iシリーズ向け映画関連動画・情報コンテンツ提供サイト「シネマポケット」サービ

スを開始 

平成16年８月 カンヌ映画祭パルムドール受賞（最高賞）受賞の「華氏911」の劇場公開 

平成16年９月 「ヴァン・ヘルシング」の劇場公開 



３【事業の内容】 

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社が、主として「映像コンテンツプロバイダー事業」を行い、株式会社

ギャガ・クロスメディア・マーケティングが、映画情報等の映画関連コンテンツ等をＣＡＴＶ、衛星放送、インターネット、携

帯端末等のメディアを通じて提供する「放送事業」と、ビデオソフトメーカー、ビデオソフト販売店その他の流通業者及びビデ

オレンタルショップ向けのビデオ業界誌及びＤＶＤ情報誌の「出版事業」を行っております。 

また、金額基準に基づき連結対象としておりませんが、当社のグループ会社として、米国現地法人であるGaga America, Inc.

が海外、特に米国の映像コンテンツに関する情報収集を、株式会社ギャガ・ミュージックが映像コンテンツにおいて使用される

音楽の著作権利用等の事業をそれぞれ行っており、当社の「映像コンテンツプロバイダー事業」を補完しております。 

なお、当社の関連当事者である株式会社ヒューマックスシネマとは、「映像作品劇場配給業務基本契約」を締結しており、日

本全国で劇場公開を行う映像コンテンツにつき、かかる契約関係に基づき映画興行会社に映像コンテンツを持ち込む際の営業協

力、当該映像コンテンツに係る配給収入の管理、精算等を行い、「ギャガ・ヒューマックス」ブランドとして共同配給を行って

おります。 

（事業概況表） 

  

区分 会社名 事業内容 

映像コンテンツ 
プロバイダー事業 

当 社 

海外映像コンテンツの日本国内に
おける映像使用権の買付け、映像
コンテンツの配給、ビデオ版権及
びテレビ版権のライセンス 

Gaga America,Inc.
海外映像コンテンツに関する情報
収集 

株式会社ギャガ・ミュージック 音楽著作権の管理 

放送事業 
株式会社ギャガ・クロスメディア・マ
ーケティング 

映画情報番組の企画・製作・放送 
映画情報等のコンテンツ提供およ
びそれに付帯する製作受託 

出版事業 

ビデオ業界誌及びDVD情報誌の業界
向け出版 

株式会社キネマ旬報社 映画情報誌の出版 

マーケティング＆システムソリュー
ション事業 

株式会社ギャガ・デジタルブレイン
リサーチ＆マーケティングサービ
スおよびシステムソリューション
の受託 



 

無印：連結子会社 
(※)：非連結子会社、持分法非適用会社 
  

（注）上記のほかに持分法を適用しない関連会社として株式会社ビットワークス・ジャパンおよび株式会社ＢＢＢがあります。 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．特定子会社に該当します。 

株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティングについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等     ① 売上高     2,286,008千円 

② 経常利益     316,939千円 

③ 当期純利益    412,549千円 

④ 純資産額    1,316,082千円 

⑤ 総資産額    1,678,320千円 

２．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有割合で内数であります。 

  

名称 住所 資本金（千円) 主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社） 
㈱ギャガ・クロスメ
ディア・マーケティ
ング （注）１ 

東京都港区 1,284,000 
映画情報コンテンツ
の供給 
映像業界誌の出版 

70.2

映像コンテンツ情報提供、
広告出稿の委託、管理業務
の受託 
役員の兼任…４名 

㈱キネマ旬報社
（注）２ 

東京都港区 12,000 出版事業
81.0
(81.0)

役員の兼任…１名 

㈱ギャガ・デジタル
ブレイン 

東京都港区 50,000 
マーケティング＆シ
ステムソリューショ
ン事業 

100.0

マーケティングリサーチ委
託、システムソリューショ
ン委託 
役員の兼任…３名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員は就業人員（契約社員23人、グループ外から当社グループへの出向社員3人を含んでおります）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員（契約社員19人を含んでおります）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社

員を含みます）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２. 従業員が前連結会計年度末より19人減少しておりますが、主な理由と致しましては退職による自然減であります。 

３．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成16年９月30日現在

事業部門名 従業員数（人）

映像コンテンツプロバイダー事業 101（14） 

放送事業 25（ 1） 

出版事業 37（ 3） 

マーケティング＆システムソリューション事業 7（ 1） 

管理部門 33（13） 

合計 203（32） 

  平成16年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

131（24） 32.1 3.7 6,037 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における国内経済は、輸出、生産の穏やかな回復や民間投資の増加により、回復基調が見受けられたものの、

個人消費は緩やかな増加にとどまり、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 映像コンテンツ業界に目を向けると、ブロードバンドの普及に伴い新たな映像コンテンツ配信の需要が拡大化し始めるなど今

後の成長が望まれる一方、既存の配給形態による市場規模は低調に推移し、引続き厳しい環境となりました。 

このような状況の中、当社グループは映像情報サービス事業の拡大や映像コンテンツにおける新市場の開拓に注力してまいり

ましたが、既存市場においては大型作品の完成の遅れやテレビ版権事業における大手同業他社の民事再生法適用の影響等により

販売が減少するとともに、映像配給事業における広告宣伝費の増加や一部大型作品の興業収入の不振により利益率が悪化いたし

ました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は、118億58百万円（前年度比34.2%減）、営業損失70億30百万円（前年度は62億47百万円

の損失）、経常損失75億７百万円（前年度は79億26百万円の損失）となりました。また、映像使用権の償却方法の変更による特

別損失が発生したため、当期純損失については164億59百万円（前年度は82億７百万円の損失）となりました。 

  

事業部門別売上高の状況は以下のとおりであります。 

  

＜映像コンテンツプロバイダー事業＞ 

[映像版権事業] 

 当連結会計年度のビデオ版権事業は、DVD市場の拡大に伴う急速なコンテンツ需要から、ビデオソフトメーカーの作品確保の動

きが活発化する中、一方で市場でのDVD価格が過剰競争から低下の傾向が見られ、それに伴ってビデオ化権の販売価格も下がる状

況となりました。また、売れ筋が大型作品に集中する傾向にあり、市場での作品の差別化が進みました。そのような状況下、

ヨーロッパ映画の良質な作品のビデオ化権の売上は順調であったものの、期末に予定していたアメリカ映画の「マスク２」や

「アフター・ザ・サンセット」などの大型作品の完成がずれ込みました。また、当連結会計年度のテレビ版権事業は、大手同業

他社の民事再生手続開始に伴い洋画版権販売市場が厳しい販売状況となりました。なお、当連結会計年度においてビデオ化権の

ライセンス売上の計上基準を変更した影響により売上高が大幅に減少しております。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は、26億61百万円（前年度比73.1％減）となりました。 

  

[映画配給事業] 

当連結会計年度の映画配給事業は、「グッバイ、レーニン！」「真珠の耳飾りの少女」他のミニシアター公開作品は総じて堅

調な結果となりました。しかしながら、全国チェーン公開作品につきましては、「キル・ビルvol.１」が興行収入25億円のヒッ

トとなりました一方「タイムライン」「キル・ビルvol.２」「ヴァン・ヘルシング」等の大型作品に相応の宣伝費を投入したも

のの配給収入が伸び悩み収支が悪化いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、62億37百万円（前年度比14.0％増）となりました。 

  

＜放送事業＞ 

当連結会計年度の放送事業はケーブルＴＶ各局への配信業務の強化に努め、業界最大手「Ｊ－ＣＯＭ」ほか多数の局への新規

参入を達成いたしました。「Ｊ－ＣＯＭ」での配信は平成16年４月より開始しており、来期以降の業績への寄与が期待されま

す。また、海外有力コンテンツ「ＳｏｕｎｄＴｒａｃｋ Ｃｈａｎｎｅｌ」の供給を開始し、これを用いた映画音楽（サウンド

トラック）番組等、番組コンテンツの拡充を図ったほか、普及速度の高まったブロードバンド向けコンテンツ供給の強化にも尽

力してまいりました。 

これらを背景にケーブル視聴収入、広告事業は前連結会計年度に比べ大幅な伸びを見せたものの、受託制作しておりましたＢ

ＳデジタルやＣＳプロモーション番組の番組終了に伴い、コンテンツ受託制作事業は不調に終わりました。 



その結果、当連結会計年度の売上高は、10億９百万円（前年度比6.4％減）となりました。 

  

＜出版事業＞ 

当連結会計年度における映像ソフト業界は、依然としてビデオレンタル市場の停滞が続く中、前連結会計年度に引き続きＤＶ

Ｄセル市場が好調な成長を続け、活況を呈しております。ＤＶＤについては特にインターネット上の仮想店舗、いわゆるｅコ

マース市場が急速に拡大しており、従来のレコード店、家電量販店に続く主要販路として完全に定着したと言えます。 

このような背景は当社グループ出版物にとってもその主要コンテンツである「仕入情報」の提供先拡大に繋がり、「主要な流

通で実際に仕入に使用されている」実績に基づいた広告出稿量の増大を達成し、月刊「ＤＶＤナビゲーター」の広告料収入が非

常に高い伸びを達成いたしました。また同誌は平成16年10月発売の11月号をもって創刊５０号を迎えましたが、将来の本事業を

担う新たな主力商品として着実に育ちつつあります。その他、主力の月刊「ビデオ・インサイダー・ジャパン」につきまして

も、厳しいビデオレンタル市況の中において競合他誌に打ち勝ち、前年実績を上回ることができました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、19億９百万円（前年度比20.4％増）となりました。 

  

＜マーケティング＆システムソリューション事業＞ 

当連結会計年度のマーケティング＆システムソリューション事業は、データベースマーケティングサービスの外販事業が好調

に推移しました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、40百万円（前年度比959.1%増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純損失を計上したものの追加の借入

金及び第三者割当による新株式の発行を行ったことにより、前連結会計年度末に比べ11億28百万円増加し、当連結会計年度末に

は51億65百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、120億56百万円（前年度は9億67百万円の資金の増加）となりました。これは、主に税金等

調整前当期純損失を計上したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、29百万円（前年度は1億45百万円の資金の減少）となりました。これは、主に投資有価証券

の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は、133億６百万円（前年度は12億44百万円の資金の減少）となりました。これは、主に追加の

借入金および新株式の発行によるものです。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)仕入実績 

 当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）は、劇場権、ビデオ版権、テレビ版権等の映像使用権を主に海外から単

独又は他社と共同で購入しております。また、当社グループがプロデュースを行い、制作工程のすべてを他社に委託して制作

させたコンテンツを完成品として購入しております。 

 当連結会計年度の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

２．前連結会計年度において映像コンテンツプロバイダー事業に含めて表示していたマーケティング＆システムソリュー

ション事業について、当連結会計年度より区分表示しております。なお、前期における仕入実績は39,594千円となって

おります。 

  

(2）受注状況 

 当社グループは受注生産は行っておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

２．前連結会計年度において映像コンテンツプロバイダー事業・映像版権事業に含めて表示していたマーケティング＆シス

テムソリューション事業について、当連結会計年度より区分表示しております。なお、前期における販売実績は3,816千

円となっております。 

  

事業部門別 
当連結会計年度

（自平成15年10月１日 
至平成16年９月30日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー事業（千円） 11,567,525 154.5 

放送事業（千円） 714,883 91.5 

出版事業（千円） 936,094 121.0 

マーケティング＆システムソリューション事業
（千円） 

63,717 160.9 

合計（千円） 13,282,221 146.9 

事業部門別 
当連結会計年度

（自平成15年10月１日 
至平成16年９月30日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー 
事業 

映像版権事業 
（千円） 

2,661,357 26.9 

映画配給事業 
（千円） 

6,237,925 114.0 

小計（千円） 8,899,283 58.0 

放送事業（千円） 1,009,899 93.6 

出版事業（千円） 1,909,153 120.4 

マーケティング＆システムソリューション事業
（千円） 

40,423 1,059.1 

合計（千円） 11,858,759 65.8 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、当社グループの主要な経営資源である映像使用権の有効活用を図るため、映像コンテンツ事業全般を当社

グループの主な事業領域とし、より良質な映像コンテンツの買付けおよび販売を事業目的として取り組みを続けております。

今後においてもこのような事業目的達成のため、一日も早い業績回復を目指し、以下のような事項に取り組んでいく方針であ

ります。 

  

(1)改革プランについて 

当社グループは一日も早い業績回復を目指し改革プランを策定いたしました。改革プランの趣旨は以下のとおりであり、そ

の達成に向けて邁進いたします。 

①経営陣の責任関係の明確化、経営管理体制の再構築、社員のモラル・モチベーションの高揚のための抜本的改革を実現い

たします。 

②第三者割当増資の引受が決定した、株式会社有線ブロードネットワークス、依田巽および株式会社レントラックジャパン

の支援のもと、経営管理体制の強化を図り、収益性および信頼性の回復に努めます。 

③ビジネスモデルの一部変更により、当社の企業規模を再構築するとともに、利益率の高い収益構造を目指します。 

④株式会社有線ブロードネットワークスを中心とした外部提携会社とのシナジーを具現化し、従来の販路に加えて新たな販

路を確保することによって、より高品質のコンテンツ提供を目指し、もって収益性の改善を目指します。 

⑤収益性が高く安定した利益が見込める映画情報サービス事業に経営資源を集約することにより成長を促し、当社グループ

の収益性と安定性を高めます。 

  

(2)株式会社有線ブロードネットワークスとの業務提携について 

当社は平成16年12月27日及び平成17年1月11日に、合計14,000百万円の第三者割当による新株式の発行を行い、それにより株

式会社有線ブロードネットワークスの子会社となる予定であります。同時に、株式会社有線ブロードネットワークスグループ

（以下、「ＵＳＥＮグループ」とする。）との業務提携を積極的に進め、ＵＳＥＮグループが展開する「デジタル・コンテン

ツ・プラットフォーマー」構想に基づき、当社グループの主要な経営資源である映像コンテンツを現行のサービスに加え、Ｕ

ＳＥＮグループが保有するブロードバンドサービス等に最大限活用することにより収益性の高い事業の実現を目指します。 

  

(3)コンプライアンスへの取り組みについて 

当社グループは主要な事業として映像コンテンツという知的財産を扱う事業を行っております。一般的に知的財産に関して

は有形の資産と比較して意図せざる権利侵害等が起きやすい性質を有しております。そのため、株式会社有線ブロードネット

ワークスが社内に設置する「コンプライアンス委員会」との連携を図りつつ、当社グループとして権利関係の管理を徹底し、

コンプライアンス体制の一層の強化を図ってまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グループはこれらのリスク

発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の有価証券に関する投資

判断は本項及び本書中の本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、本書提出日（平成16年12月17日）現在において当社グループが判断したもの

であり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

１．映像関連事業に関するリスク 

①作品の買付に関するリスク 

a.買付時の競合について 

当社は、過去に多数の映像コンテンツの買付実績を有しております。しかし、競合他社との今後の競争状況によっては、

当社が希望する映像コンテンツの全てを買い付けられるとは限りません。当社の事業計画上、重要な映像コンテンツを買い

付けることができなかった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

b.映像コンテンツの買付価格について 

当社は、買付候補とする映像コンテンツの選定に先立ち、映画興行会社、ビデオソフトメーカー、放送局等顧客の具体的

なニーズ（映像コンテンツ内容、予算等）の把握に努めております。同時に、当社は、独自のデータベースを構築使用する

ことにより買付候補とする映像コンテンツの日本市場における収益性を評価して、当該映像コンテンツの買い付け金額を予

算化しております。しかしながら、映像コンテンツ制作費の高騰、買付競争等により映像コンテンツ買い付けに要する最低

保証金の額が上昇した場合には、当社が期待する程の収益を確保できず、場合によっては、損失を生じる可能性がありま

す。 

また、買付け価格が高額な作品を中心とした一部作品について他の事業会社と「映画投資組合任意組合契約」、「映像作

品事業化契約」等を締結することにより、当社が映像コンテンツの買い付けに際し実質的に支出する金額を低減するための

方策を講じております。しかしながら、権利元との間における買付契約は、当社の単独名義で締結しているため、海外権利

元との関係では、当社が買い付けに関して全ての費用及び責任を負担しています。また、「映画投資組合任意組合契約」に

おいては、組合員がやむを得ない理由により「映画投資組合任意組合」から脱退する場合には、当社が、当該組合員にかか

る持分を取得し、あるいは、これを取得する第三者を指名することになっており、当社が組合員の脱退によりその持分を取

得した場合には、当該組合員に係る未履行出資義務又は損失を負担することになっております。従って、当社が、最終的に

当該映像コンテンツの買い付けに係る費用の全額を負担することになる可能性も皆無ではありません。 

  

c.映像コンテンツの供給について 

米国の脚本家や役者の組合等のストライキ等により、買い付けの対象となる映像コンテンツの供給数が減少した場合に

は、当社が買い付けることのできる映像コンテンツの数が減少することにより、当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

  

②事業の収益性に関するリスク 

a.作品の競合について 

当社は映像コンテンツに関する独自のデータベースを構築し、これを使用することにより映像コンテンツの配給およびビ

デオ版権やテレビ版権のライセンス等、映像コンテンツの商品ライフサイクル全般にわたる収益性の評価を行うことによ

り、期待収益確保の確率向上に努めております。 

しかし、大型作品との公開時期の競合や劇場枠の競合など、配給、映像版権ライセンス等の各段階における競合他社又は

他の映像コンテンツとの競争状況によっては、当社が期待した程の収益の確保にいたらず、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。 



b.映像コンテンツを完成前に買い付けることについて 

買い付けの対象となる映像コンテンツは、企画途中から完成後のものまで様々な段階にあります。また、収益の期待が高

いと考えられる映像コンテンツについては、競合他社との競争の関係上、企画途中の段階において、買い付けを行う場合が

あります。 

当社では、映像コンテンツの完成を条件に完成前の映像コンテンツの買い付けを行っており、映像コンテンツが完成しな

いことにより、最低保証金全額を失うリスクを回避するようにしております。 

しかし、完成した映像コンテンツの品質が当社の期待した水準に達しなかった場合、映画視聴者の好みに合致しない場合

等には期待する程の収益を確保できず、場合によっては、損失を生じる可能性があります。 

また、映像コンテンツの完成が遅れた場合には、当該映像コンテンツから収益確保の時期も遅れることになり、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があるほか、当社が収益確保上望ましいとして予定していた時期に劇場公開が行えなく

なること等により、期待した程の収益を確保できなくなる可能性があります。 

  

c.配給作品におけるビデオ版権のライセンス販売について 

 配給を行う映像コンテンツについてのビデオ版権のライセンス販売については、興行成績の不振による広告宣伝効果の減

少などによりビデオメーカー側から最低保証印税の減額要求がなされる場合があります。そのため、興行成績不振による興

行収入の減少に加え、ビデオ版権のライセンス販売収入の減額が合わせて行われる場合があり、場合によっては多額の損失

が生じる可能性があります。 

  

d.人的関係が取引に及ぼす影響について 

ハリウッドを中心とした映画産業界においては、人的関係が取引の成否に重要な影響を及ぼすため、新興企業等が資金力

のみで市場に参入することが困難な状況が存在する一方で、映像コンテンツの買い付けの成否が権利元と当該映像コンテン

ツの買い付けを行おうとする者との人的関係に左右される可能性があります。 

今後とも海外の権利元との関係維持・強化に万全を期す所存ですが、人的関係の継続は保証されたものではありません。

従って、海外の権利元又は当社の人材が流出した場合には、映像コンテンツの買い付けに影響が生じる可能性があります。 

また、配給及び映像版権ライセンス段階においても、業界として映像コンテンツの販売先が、比較的少数の映画興行会社

やテレビ局及びビデオメーカーなどに限られる傾向にあることから、同様に人的関係は取引上の重要な要素となっており、

映画興行会社、ビデオソフトメーカー、放送局等における人事異動等により、当社と取引先との人的関係が変化した場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

e.株式会社ヒューマックスシネマとの共同配給について 

当社は、映画配給事業の開始後、全国規模で映像コンテンツの配給を行う際、株式会社ヒューマックスシネマの協力を得

ながら、映画興行会社と配給に関する交渉を行ってまいりました。 

現在、当社と株式会社ヒューマックスシネマとは映像作品の劇場配給業務に関する契約を締結しており、当社が日本全国

で劇場公開を行う映像コンテンツにつき、かかる契約関係に基づき株式会社ヒューマックスシネマが映画興行会社に映像コ

ンテンツを持ち込む際の営業協力、当該映像コンテンツに係る配給収入の管理、精算等を行い、「ギャガ・ヒューマック

ス」ブランドとして共同配給を行っております。 

当社は、今後とも株式会社ヒューマックスシネマとの協力関係を維持・継続していく方針ですが、何らかの理由により同

社とのかかる契約が終了した場合、全国規模での映画配給における同社の協力を得られなくなることにより、映画館の確保

に支障を生じるほか、「ギャガ・ヒューマックス」ブランドを使用できなくなることにより、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。 

  



f.映像コンテンツの流出について 

 当社の事業は海外権利元より映像版権を購入して、映画配給、ビデオ化権販売およびテレビ放映権の販売等を行っており

ます。このような中、当社が購入した映像版権について海外で配給やビデオ発売された後、当社が配給等を行う以前に、イ

ンターネットを通じて当該作品が流出してしまう場合があります。このような流出について海外権利元においても対策を検

討しているものの、近年のブロードバンドの普及に伴いこのようなリスクは年々増大しております。また、同様にブロード

バンドの普及はＤＶＤや映像配信による映像コンテンツの複製による被害を、拡大するおそれがあります。以上のような映

像コンテンツの流出は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

２．財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の異常な変動 

①財政状態の変動要因 

「財政状態及び経営成績の分析、（3）財政状態」をご参照ください。 

  

②経営成績の変動要因 

当連結会計年度における経営成績の変動としては、映画配給事業において一部大型作品の興業収入の不振及び広告宣伝費

用の増大に伴い、前期に引き続き経営成績が悪化しております。映画配給については作品毎の収益性にブレが大きいため、

特に大型作品の興行収入の動向によって経営成績に重大な影響があります。また、映像版権事業については、ビデオ化権の

ライセンス売上の計上基準を変更したことにより、当連結会計年度における売上高及び売上原価が大幅に減少しておりま

す。 

また、その他の要因として映像使用権の償却方法を変更したことにより、多額の特別損失を計上しております。 

  

③キャッシュフローの変動要因 

前連結会計年度および当連結会計年度の経営成績の悪化に伴い、営業活動によるキャッシュフローが大幅な資金の減少と

なっております。また、当該資金の減少を補うため追加の借入を行った結果、財務活動によるキャッシュフローが前期と比

較して大幅に資金の増加となっております。 

当連結会計年度以降のキャッシュフローに係る重要な事項としては、当社において第三者割当による新株式の発行を行

い、14,000百万円の払込が行われる予定であります。 

  

３．その他の事項に関するリスク 

①財務関係に関するリスク 

a.債務超過について 

当社グループは平成16年9月末現在において13,226百万円の債務超過となっております。当社は当該状況の解消のため、平

成16年12月及び平成17年1月に合わせて14,000百万円の第三者割当増資を予定しており、かつ、収益性の改善のため中期経営

計画（改革プラン）を策定実施しております。しかしながら、当該債務超過状態が来期においても解消されなかった場合、

ヘラクレス市場の上場廃止基準に抵触することとなり、当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

b.有利子負債への依存について 

当社グループは平成16年9月末現在において、短期借入金17,239百万円、長期借入金3,097百万円の有利子負債がありま

す。そのため当社グループの財務基盤は多くを有利子負債に依存しております。そのため、今後市場金利の動向によって

は、収益状態に悪影響を及ぼす恐れがあります。また、当該借入金について借り換えが行えなかった場合、当社グループの

事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  



c.為替変動について 

当社は、映像使用権の大半を海外から主に米ドル建てで買い付けております。そのため、為替相場の変動に伴う原価計上

額の変動、あるいは原価計上時と海外権利元への支払い時期との為替相場の差異により為替差損益が生じる場合がありま

す。 

当社では、これらのリスクに対し、先物予約・通貨オプション等のヘッジ策を実行しておりますが、長期的な円高となっ

た場合、収益状態に悪影響があります。また、デリバティブに係る損益は単年度における利益のブレの原因となるおそれが

あります。 

  

②法務関連に関するリスク 

a.知的財産権について 

当社の「映像コンテンツプロバイダー事業」において取り扱う映像コンテンツは、原作者、脚本家、翻訳家、監督、カメ

ラマン、作詞家、作曲家、実演家等の著作権、映像コンテンツ出演者の肖像権、権利元の商標権等多種多様な知的財産権を

含んでおります。かかる知的財産権の取り扱いについては、権利元、映画興行会社、ビデオソフトメーカー、放送局等の関

係者との間の契約等により、その範囲、内容等を明確にするとともに、各関係者がその責任において、かかる知的財産権を

含む各種権利・利益を侵害しないように努めております。 

しかし、当社グループの何らかの行為が海外権利元との契約に反する等として、買付契約の解除又は当該映像コンテンツ

の使用差止め若しくは損害賠償の請求を受ける可能性も皆無ではありません。同様に、映画興行会社、ビデオソフトメー

カー、放送局などの関係者において当社との契約に反する事態が生じる可能性は皆無ではなく、その場合には、権利元と直

接の契約関係を有する当社が権利元から債務不履行の責任を追及され、買付契約の解除又は当該映像コンテンツの使用差し

止め若しくは損害賠償の請求を受ける可能性があります。また、当社グループは、映像コンテンツに含まれる知的財産権の

帰属に留意しておりますが、かかる知的財産権が権利元に帰属せず、あるいは権利元が使用権を有しない等として、権利元

と第三者との間で紛争が生じた場合には、当社が、権利元から買い付け契約を解除され、又は権利元若しくは当該第三者か

ら映像コンテンツの使用差止め若しくは損害賠償の請求を受ける可能性があります。かかる場合には、当社グループの業績

に悪影響を受ける可能性があります。 

  

b.法的規制等の制度的環境について 

当社が買い付けた映像コンテンツのフィルムを国内に通関する際、当該映像コンテンツは税関の検閲を受けております。

その際、映像コンテンツ中の描写内容によっては、入国を拒否されあるいは映像コンテンツの一部に修正が加えられること

等により、当社が期待していた程の収益を当該映像コンテンツから得られなくなり、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。 

また、映画倫理活動に関する公正な自主管理機関である映倫管理委員会が、映画館における観覧者の制限について規定し

た映画倫理規定に基づき、映像コンテンツ中の描写内容の審査を行っております。当該映像コンテンツ中の描写内容によっ

ては映画館における観覧可能者が制限されることがあり、その結果、当該映像コンテンツから得られる収益が減少し、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

今後、予期せぬ事情により現行の法制度や関係当局の判断が急激に変化した場合、特に、当社が買い付けを行っている映

像コンテンツの製作の中心地である米国と日本との間における法的規制等の制度的環境に著しく差異が生じた場合には、日

本国内で視聴できる映像コンテンツが制限されることにより、当社の期待した収益が確保できず、当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。 

  

③ＵＳＥＮグループとの提携に関するリスク 

a.事業提携について 

当社グループは前述のとおり、14,000百万円の第三者割当増資を予定しており、最終的に株式会社有線ブロードネット

ワークスの子会社になる予定であります。そのため、今後においては当社グループの保有する映像コンテンツをＵＳＥＮグ

ループが展開しているブロードバンドインフラを利用して、最大限活用していく事業を行っていく方針であります。しかし

ながら、現在、具体的な事業展開を検討している段階であり、当該提携による当社グループの事業への具体的影響を想定す

ることは困難であります。 

  



b.人的関係について 

当社グループは前述のとおり、14,000百万円の第三者割当増資を予定しており、最終的に株式会社有線ブロードネット

ワークスの子会社になる予定であります。そのような再編の中、当社グループにおいての中核となる人材の流出は最小限に

留め、映画産業界における人的関係が継続されるよう努めてまいります。しかしながら、当該再編において中核となる人材

の流出が起きた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

（注）㈱ヒューマックスシネマとの契約は、平成16年9月30日に契約を更新しております。 

  

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

相手方 国名 契約内容 契約期間 

㈱ヒューマックスシネマ 日本 
興行会社に上映作品を持ち込む際の営業協
力、配給収入の管理・精算等に関する共同
配給契約 

自平成15年10月１日 
至平成16年９月30日 
解除の申出がない場合１
年間の自動延長 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)重要な会計方針及び見積もり 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収益・費用の報告数値に影響

を与える見積りは、主に貸倒引当金、賞与引当金および法人税等であり、継続して評価を行っております。なお、見積りおよび

判断・評価については、過去実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行っておりますが、不確実性があるため、

実際の結果は異なる場合があります。 

当社の売上計上において、ビデオ化権のライセンス売上については、ビデオソフトメーカーがビデオの発売開始した時点で売

上を計上する方法（ビデオ発売日基準）によっております。また、テレビ放映権の販売による売上については、販売したテレビ

放映権について権利の開始日が到来しテレビ放映が可能となった段階において売上を計上する方法（テレビ放映可能日基準）に

よっております。 

あわせて主要な売上原価となる、映像使用権の償却方法については、作品毎の映像使用権の金額を過去の実績に基づいて劇場

上映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想収益（利益）に応じて按分し、権利毎に使用による収益獲得時に一括償却する方法

により算定しております。 

  

(2)配給に関する売上高及び売上原価計上方法について 

 当社が単独で映像コンテンツを配給した場合には、劇場公開した際の興行収入を、劇場との合意に基づき一定の割合で分配し

た金額を配給収入として売上高に計上し、かつ、劇場公開する際に必要となる当該映像コンテンツのポジティブプリント及び予

告編の製作費用、試写会その他当該映像コンテンツのマーケティングに関連する費用、プレイガイド等に対する販売手数料等の

プリント費及び広告費（以下「Ｐ＆Ａ費用」）の全額を売上原価計上しております 

 また、当社が他の事業者との間で、「映画投資組合任意組合契約」等の名称で民法上の組合契約を締結し、当該組合から委託

を受けて映像コンテンツの配給を行った場合には、当社が映像コンテンツの買付けから配給までを単独で行った場合と同様に、

劇場公開した際の興行収入を劇場と一定の割合で分配した金額を、当社の配給収入として売上高に計上しております。売上原価

には、他の組合員に分配する配収配分金（当社の売上高に計上される配給収入より組合から当社への配給業務委託手数料収入及

び組合に対する当社の持分割合に応じた配収配分金（配給収入）を差し引いた金額）を配給原価に計上しております。また、Ｐ

＆Ａ費用は当社出資比率に応じて売上原価に計上しております。 

 なお、期末時点で他の組合員に配収配分金を分配できない場合は、当該手数料収入及び配収配分金を貸借対照表の「未収入

金」に計上し、他の組合員の配収配分金については「未払金」に計上しております。 

  

(3)財政状態 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、26,770百万円（前連結会計年度末は30,799百万円）となり、4,079百万円減少し

ました。主な要因としましては、受取手形及び売掛金の売上債権が4,975百万円減少し、たな卸資産が68百万円減少したことであ

ります。 

 売上債権の減少は前連結会計年度に売上を計上した売上債権について回収が進むとともに、ビデオ化権のライセンス売上の計

上基準を変更したことに伴い、今期のビデオ化権のライセンス売上が大幅に減少し、それに応じた売上債権の計上が行われな

かったためであります。また、Franchise Pictures LLCが平成16年8月18日付けで、米国破産法第１１章の適用を、カリフォルニ

ア州連邦破産裁判所に申請したことを受けて、同社に対する間接販売（オールライツで作品買付けを行い、テレビ放映権のみ代

理店販売会社を経由してテレビ局に販売する販売価格の有利な手法）に係る売上債権1,023百万円につき、破産更生債権等として

固定資産に振り替えております。当該債権については今後、弁護士と協議の上回収に努める次第であります。 

 たな卸資産の減少は、前連結会計年度末において販売途中であったためたな卸資産として計上されていた映像コンテンツに関

する映像使用権について、当連結会計年度中において販売が行われたため、原価計上されるとともに、当連結会計年度において

映像使用権の償却方法を変更したことにより、映像使用権の償却方法の変更に伴う前期損益修正損が計上され、映像使用権の償

却が進んだためであります。 

  



（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、881百万円（前連結会計年度末は1,039百万円）となり、158百万円減少いたしま

した。主な要因としては投資有価証券の73百万円の減損等により投資その他の資産が120百万円減少したことであります。 

  

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、36,933百万円（前連結会計年度末は27,387百万円）となり8,545百万円増加しま

した。主な要因としましては、短期借入金が追加の借り入れ等により10,294百万円増加したためであります。 

  

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は3,538百万円（前連結会計年度末は4,475百万円）となり、937百万円減少しまし

た。主な要因としましては、長期借入金が返済等により、842百万円減少したためであります。 

  

（資本） 

 当連結会計年度末における債務超過額は、13,226百万円（前連結会計年度末の資本の残高は△287百万円）となり、12,939百万

円資本が減少いたしました。主な要因としては平成16年2月27日付で3,500百万円の第三者割当による新株式の発行により資本金

及び資本準備金がそれぞれ1,750百万円増加したものの、16,459百万円の当期純損失を計上したためであります。 

前述のように当連結会計年度末において当社は債務超過の状態となっております。当該状態につきましては、平成16年12月27

日及び平成17年1月11日に予定しております14,000百万円の第三者割当による新株式の発行によって財務体質の強化を行い、債務

超過状態を解消する予定であります。 

  

(4)経営成績 

当連結会計年度の業績に関しましては「業績等の概要、（１）業績」を参照願います。 

今後の事業展開に関しましては「対処すべき課題」を参照願います。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資について特記すべき事項はありません。 

また、当連結会計年度中において、事業能力に重大な影響を与えるような設備の売却、撤去等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおいて、重要な設備はありません。 

ただし、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

提出会社 

注）臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます）は（）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、拡充、改修、除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門別の名
称 

設備の内容
従業員数
（人） 

土地面積
（千㎡） 

年間賃借料又はリ
ース料（千円） 

本社 
（東京都港区） 

全社 建物（賃貸） 131（24） － 121,590



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在発行数は、平成16年12月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使（旧商法に基づき発行された新株引受権

の権利行使を含む。）により発行されたものは含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 39,000,000 

計 39,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成16年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成16年12月17日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,831,852 16,831,852
㈱大阪証券取引所
（ヘラクレス市場） 

権利内容になんら限
定のない当社におけ
る標準となる株式 

計 16,831,852 16,831,852 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

①提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権によるストックオプション）

に関する事項は、次のとおりであります。（平成13年12月26日定時株主総会決議） 

  
事業年度末現在

（平成16年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成16年11月30日） 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 129,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 832 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月27日
至 平成18年12月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 832
資本組入額 416 

同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても、
当社の取締役または従業
員であること。ただし、
対象者が当社の取締役ま
たは従業員の地位を喪失
した後、当社ならびに当
社の子会社および関連会
社の取締役、監査役また
は従業員のいずれかの地
位を得た場合はこの限り
ではない。 
新株引受権を付与された
者が死亡した場合は、当
該者の権利は消滅するも
のとする。 

  
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切
の処分および相続は認め
られない。 

  
同左 



②提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権によるス

トックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成14年12月20日定時株主総会決議） 

  
事業年度末現在

（平成16年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成16年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,760 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 276,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 675 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月21日
至 平成21年12月20日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 675
資本組入額 337.5 

同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても、
当社の取締役、監査役ま
たは従業員であること。
ただし、対象者が当社の
取締役、監査役または従
業員の地位を喪失した
後、当社ならびに当社の
子会社および関連会社の
取締役、監査役または従
業員のいずれかの地位を
得た場合はこの限りでは
ない。 
新株予約権を付与された
者が死亡した場合は、当
該者の権利は消滅するも
のとする。 

  
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切
の処分および相続は認め
られない。 

  
同左 



③ 新株引受権の残高、行使価格及び資本組入額は次のとおりであります。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     1,215円 

資本組入額     510円 

払込金総額 1,822,500千円 

２．有償第三者割当 

発行価格      500円 

資本組入額     250円 

３．平成16年12月17日開催の定時株主総会において、資本の欠損てん補のため資本準備金5,485,535千円を取崩しておりま

す。 

  

  

銘柄 
（発行年月日） 

平成16年９月30日現在 平成16年11月30日現在 

  
新株引受権
の残高 
（千円） 

行使価格
（円） 

資本組入額
（円） 

新株引受権
の残高 
（千円） 

行使価格 
（円） 

資本組入額
（円） 

  
第８回無担保新株引受
権付社債 
（平成８年10月31日） 

21,570 719 360 21,570 719 360

  
第９回無担保新株引受
権付社債 
（平成８年10月31日） 

9,347 719 360 9,347 719 360

  
第10回無担保新株引受
権付社債 
（平成９年10月31日） 

2,157 719 360 2,157 719 360

  
第11回無担保新株引受
権付社債 
（平成10年11月10日） 

5,752 719 360 5,752 719 360

  
第12回無担保新株引受
権付社債 
（平成12年９月11日） 

37,550 751 376 37,550 751 376

  
第13回無担保新株引受
権付社債 
（平成12年９月11日） 

37,550 751 376 37,550 751 376

  
第15回無担保新株引受
権付社債 
（平成12年９月11日） 

9,012 751 376 9,012 751 376

  
第16回無担保新株引受
権付社債 
（平成12年９月11日） 

6,008 751 376 6,008 751 376

  
第17回無担保新株引受
権付社債 
（平成12年９月11日） 

4,506 751 376 4,506 751 376

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年６月29日 
（注１） 

1,500 9,831 765,000 3,686,964 1,057,500 3,735,535

平成16年２月27日 
（注２） 

7,000 16,831 1,750,000 5,436,964 1,750,000 5,485,535



(4）【所有者別状況】 

 （注） １．自己株式169株は、「個人その他」に1単元（100株）及び、「単元未満株式の状況」に69株含めて記載しております。

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が28単元（2,800株）含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）１．前事業年度末現在主要株主でなかったオンキヨー株式会社は、当事業年度末では主要株主となっております。 

２．エイベックス株式会社は平成16年10月1日にエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社へ社名変更いたしま

した。 

  

     平成16年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
外国法人等
のうち個人 

個人その他 計 

株主数（人） － 12 5 66 13 8 8,389 8,485 － 

所有株式数
（単元） 

－ 4,393 296 86,699 1,390 24 75,539 168,317 152

所有株式数の
割合（％） 

－ 2.61 0.17 51.51 0.83 0.01 44.88 100.00 － 

    平成16年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中村 雅哉 東京都大田区久が原６－２３－５ 3,300 19.60 

オンキヨー株式会社 大阪府寝屋川市日新町２－１ 3,200 19.01 

マスダアンドパートナーズ 
株式会社 

東京都渋谷区東１－３２－１２ 1,785 10.60 

株式会社ナムコ 東京都大田区多摩川２－８－５ 600 3.56 

エイベックス株式会社 東京都港区南青山３－１－３０ 500 2.97 

株式会社セガ 東京都大田区羽田１－２－１２ 497 2.95 

株式会社マル 東京都大田区久が原６－２３－５ 470 2.79 

藤村 哲哉 東京都大田区田園調布３－４１－６ 454 2.70 

株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ 東京都品川区東五反田２－１４－１ 400 2.37 

有限会社プロデューサーズ 東京都大田区田園調布３－４１－６ 321 1.90 

計 － 11,528 68.49 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権28個）含まれております。

  

②【自己株式等】 

  平成16年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,831,600 168,288 － 

単元未満株式 普通株式 152 － － 

発行済株式総数 16,831,852 － － 

総株主の議決権 － 168,288 － 

     平成16年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ギャガ・コミ
ュニケーションズ 

東京都港区六本木３ 
－16－35 

100 － 100 0.001 

計 － 100 － 100 0.001 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

① 当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、当社の取締役及び当社従業員に対して新株引受権を発行することを平成

13年12月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

② 当該制度は、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び当社従業員に対して特に

有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年12月20日の定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

  

  

決議年月日 平成13年12月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社従業員26名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載されております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成14年12月20日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役、監査役及び従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載されております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２【自己株式の取得等の状況】 

【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を経営の重要目標のひとつとして位置付けており、配当について、業績、

財政状態、将来の事業拡大に役立てるための内部留保の必要性等を総合的に勘案し検討することとしております。 

第19期に関しましては、最終損失を計上したことにより配当を見送ることとさせていただきましたが、来期以降につきまして

は、収益回復により早期の復配となるよう努めてまいります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

なお、平成13年６月29日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあり

ません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

  

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 

最高（円） － 1,170 989 785 960 

最低（円） － 750 700 566 470 

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 795 695 790 960 770 747 

最低（円） 625 580 598 700 656 485 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役会
長 

  依田 巽 昭和15年５月27日

昭和38年４月 永田電機工業㈱入社 

昭和44年４月 山水電気㈱入社 

昭和61年１月 同社取締役 

昭和63年８月 エイベックス・ディー・デ

ィー㈱（現エイベックス・

グループ・ホールディング

ス㈱）入社、同社顧問 

平成２年２月 同社取締役 

平成４年12月 同社取締役会長 

平成５年９月 同社代表取締役会長 

平成７年１月 同社代表取締役会長兼社長 

平成11年12月 当社取締役（現任） 

平成15年３月 楽天㈱取締役 

平成16年８月 エイベックス㈱（現エイベ

ックス・グループ・ホール

ディングス㈱）名誉会長

（現任） 

平成16年12月 当社代表取締役会長（現

任） 

－ 

代表取締役社
長 

最高執行役員 宇野 康秀 昭和38年８月12日

昭和63年４月 ㈱リクルートコスモス入社 

平成元年６月 ㈱インテリジェンス設立 

代表取締役社長 

平成10年３月 ㈱サイバーエージェント取

締役（現任） 

平成10年７月 ㈱大阪有線放送社（現㈱有

線ブロードネットワーク

ス）代表取締役社長（現

任） 

平成11年12月 ㈱インテリジェンス取締役

会長（現任） 

平成12年７月 ㈱ユーズコミュニケーショ

ンズ設立 代表取締役社長 

平成13年１月 ㈱日光堂（現㈱ユーズ・ビ

ーエムビーエンタテイメン

ト）取締役（現任） 

平成15年３月 楽天㈱取締役（現任） 

平成16年１月 ㈱ユーズコミュニケーショ

ンズ代表取締役会長（現

任） 

平成16年６月 ㈱メディア代表取締役（現

任） 

平成16年11月 当社最高執行役員（現任） 

平成16年12月 当社代表取締役社長（現

任） 

－ 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役副社長 

上級執行役員

兼管理本部長

兼財務・経理

部長 

佐藤 英志 昭和44年５月３日

平成４年４月 監査法人トーマツ入社 

平成７年３月 公認会計士登録 

平成７年７月 佐藤英志公認会計士事務所

（現佐藤須原公認会計事務

所）設立 

平成10年４月 ㈱インテリジェンス監査役 

平成10年12月 ㈱大阪有線放送社（現㈱有

線ブロードネットワーク

ス）監査役 

平成11年10月 ㈱エスネットワークス設

立、代表取締役（現任） 

平成13年４月 ㈱有線ブロードネットワー

クス顧問 

平成14年11月 同社取締役 

       同社管理本部長 

平成15年６月 ㈱ユーズコミュニケーショ

ンズ取締役（現任） 

平成15年12月 ㈱有線ブロードネットワー

クス常務取締役（現任） 

       同社管理本部長兼経営企画

室長兼経理部長兼財務部長 

平成16年４月 同社管理本部長兼経営企画

室長兼経理部長兼財務企画

部長 

平成16年９月 同社管理本部長兼経営企画

室長（現任） 

平成16年12月 当社取締役副社長（現任） 

当社上級執行役員兼管理本

部長兼財務・経理部長（現

任） 

－ 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 社長補佐室長 藤村 哲哉 昭和28年２月６日

昭和51年４月 赤井電機㈱入社 

昭和56年10月 ジャミール・エス・アイ㈱

入社 

昭和59年２月 ㈱ヒップ・テラン設立、常

務取締役 

昭和59年11月 ㈱アルシネ・テラン設立、

取締役 

昭和61年１月 当社設立、代表取締役社長 

平成元年５月 Gaga America,Inc.設立、 

Chairman 

平成９年11月 ㈱カミングスーン・ティー

ビー設立、代表取締役会長 

平成12年６月 ㈱ギャガ・パブリッシング

設立、代表取締役会長 

平成12年11月 ㈱カミングスーン・ティー

ビー取締役会長 

平成14年４月 ㈱ギャガ・クロスメディ

ア・マーケティング代表取

締役会長 

平成14年12月 当社代表取締役最高経営責

任者 

平成15年４月 ㈱ギャガ・デジタルブレイ

ン設立、代表取締役社長 

平成16年12月 当社取締役（現任） 

       当社社長補佐室長（現任） 

454 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役   日下 孝明 昭和28年４月11日

昭和61年３月 カルチュア・コンビニエン

ス・クラブ㈱入社 

平成元年12月 ㈱レントラックジャパン設

立、取締役 

平成２年11月 同社代表取締役常務 

平成４年６月 同社代表取締役社長（現

任） 

平成９年６月 ㈱ブロウアウトジャパン取

締役 

平成13年４月 キュー・アックス㈱取締役

（現任） 

平成15年５月 ㈱コムストック取締役（現

任） 

平成16年３月 エムアンドエス㈱（現ニュ

ーコ・ワン㈱）取締役（現

任） 

平成16年６月 カルチュア・パブリッシャ

ーズ㈱取締役（現任） 

平成16年10月 ㈱ブロウアウトジャパン代

表取締役（現任） 

平成16年12月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役   加茂 正治 昭和42年12月５日

平成４年４月 マッキンゼー・アンド・カ

ンパニー・インク入社 

平成８年６月 ㈱日光堂（現㈱ユーズ・ビ

ーエムビーエンタテイメン

ト）取締役副社長 

平成12年６月 同社特別顧問 

平成12年９月 ㈱有線ブロードネットワー

クス顧問 

平成12年11月 同社取締役副社長（現任） 

平成13年12月 ㈱サイバーエージェント取

締役 

平成14年６月 ㈱ユーズ・ビーエムビーエ

ンタテイメント取締役 

平成15年６月 ㈱ユーズコミュニケーショ

ンズ取締役（現任） 

平成15年11月 ㈱ユーズ・ビーエムビーエ

ンタテイメント代表取締役

副社長 

平成16年５月 ㈱ユーズ・ビーエムビース

タンダード代表取締役社長

（現任） 

平成16年６月 ㈱ユーズ・ビーエムビーエ

ンタテイメント代表取締役

社長（現任） 

平成16年12月 当社取締役（現任） 

－ 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役   高垣 佳典 昭和33年８月26日

昭和58年４月 日商岩井㈱入社 

平成12年12月 ㈱有線ブロードネットワー

クス入社 同社ブロードバ

ンドコンテンツ部長 

平成13年11月 ㈱ショウタイム代表取締役

（現任） 

平成14年９月 ㈱有線ブロードネットワー

クス ブロードバンドコン

テンツ部長兼業務店企画統

括ＧＭ 

平成14年11月 同社取締役（現任） 

平成15年８月 ㈱モーラネット取締役（現

任） 

平成15年９月 ㈱有線ブロードネットワー

クス ブロードバンドコン

テンツ部長兼放送企画部、

ＩＳＰ事業部担当 

平成16年３月 同社コンテンツ事業本部長

兼ブロードバンドコンテン

ツ部長（現任） 

平成16年12月 当社取締役（現任） 

－ 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   山下 和也 昭和28年10月８日生

昭和52年４月 パイオニア㈱入社 

昭和62年９月 当社入社 

昭和62年12月 当社取締役 

平成元年２月 当社管理本部長 

平成２年11月 当社常務取締役 

平成11年９月 ㈱カミングスーン・ティー

ビー出向（現ギャガ・クロ

スメディア・マーケティン

グ㈱） 

取締役副社長 

平成11年10月 当社取締役（非常勤） 

平成13年12月 当社常勤監査役（現任） 

15 

監査役   本間 浩一郎 昭和27年１月31日生

昭和49年４月 ㈱住友銀行入行 

平成７年10月 同行三田支店長 

平成10年２月 ㈱ナムコ入社 

平成11年６月 同社取締役社長兼コーポレ

ート・コミュニケーション

室長 

平成11年12月 当社監査役（現任） 

平成12年７月 ㈱ナムコ取締役特命担当 

平成16年６月 同社常勤監査役（現任） 

1 

監査役   佐々木 俊三 昭和27年11月14日生

昭和51年４月 ㈱西淀鉄工入社 

昭和53年７月 ㈱ＦＭＩ入社 

昭和56年５月 ㈱フォーラム入社 

昭和60年９月 カルチュア・コンビニエン

ス・クラブ㈱入社 

同社取締役管理本部長 

平成11年６月 同社常務取締役 

平成12年６月 ㈱ソウ・ツー（現マスダア

ンドパートナーズ㈱）入社 

同社常務取締役（現任） 

平成13年12月 当社監査役（現任） 

－ 



（注）１．取締役 日下 孝明、加茂 正治及び高垣 佳典の３名は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役でありま

す。 

２．監査役 本間 浩一郎、佐々木 俊三及び住谷 猛の３名は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

18条第１項に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役   住谷 猛 昭和39年６月19日

昭和62年４月 ユニバーサル証券㈱（現Ｕ

ＦＪつばさ証券㈱）入社 

平成11年１月 ㈱大阪有線放送社（現㈱有

線ブロードネットワーク

ス）入社 

       同社人事部長 

平成12年３月 同社人事総務部長 

平成12年７月 ㈱ユーズコミュニケーショ

ンズ監査役（現任） 

平成15年11月 ㈱有線ブロードネットワー

クス人事総務部長兼金融事

業企画部長 

       同社取締役（現任） 

       同社人事総務部長兼金融事

業企画部長兼店舗事業部担

当 

平成16年２月 同社人事総務部長兼金融事

業企画部長兼テレコミュニ

ケーション事業部長兼店舗

事業部担当 

平成16年３月 同社コーポレート本部長兼

人事総務部長兼金融事業企

画部長兼店舗事業部長兼テ

レコミュニケーション事業

部長 

平成16年４月 同社コーポレート本部長兼

人事総務部長兼金融事業企

画部長兼店舗事業部長兼テ

レコミュニケーション事業

部担当 

平成16年９月 同社コーポレート本部長兼

人事総務部長兼関連事業本

部長 

平成16年12月 同社コーポレート本部長兼

関連事業本部長（現任） 

当社監査役（現任） 

－ 

計 470 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、業務執行の迅速化および経営の透明性の確保がコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。「社内カンパニー制

度」を導入して、迅速な意思決定を行いつつ、社外取締役の参画を得た取締役会により、業務執行の監督を行っております。また、

より透明性の高い公正な経営監視体制の確立に資するため、社外監査役を含む監査役会にて取締役の業務遂行を監査しております。 

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他の体制の状況 

・ 当社は監査役制度を採用しております。 
・ 取締役会の下に、常勤取締役、常勤監査役およびカンパニープレジデントからなる経営会議を設置し、取締役会で決定した基本
方針に基づき、経営に関する全般的重要事項を協議決定しております。 

・ コンプライアンスの徹底のため、財務経理担当役員およびグループマネージャーを中心とした審査委員会を設置しております。 
・ 内部統制は担当部署による内部監査業務によりその充実が図られております。 

  

②会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役の日下孝明氏は、株式会社レントラックジャパンの代表取締役社長および株式会社ブロウアウトジャパンの代表取締役

であります。同氏は当社の株式を保有しておりません。 

 社外取締役の加茂正治氏は、株式会社有線ブロードネットワークス取締役副社長、株式会社ユーズ・ビーエムビーエンタテイメン

ト代表取締役および株式会社ユーズ・ビーエムビースタンダード代表取締役社長であります。同氏は当社の株式を保有しておりませ

ん。 

 社外取締役の高垣佳典氏は株式会社有線ブロードネットワークス取締役および株式会社ショウタイム代表取締役であります。同氏

は当社の株式を保有しておりません。 

 その他該当事項はありません。 

  

③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

追加の施策は特に行っておりません。 

  

（３）関連当事者との取引にかかる方針 

 当連結会計年度において関連当事者との取引が生じております（「第５ 経理の状況 関連当事者との取引」 参照）。当社グ

ループは、利益相反の回避及び株主利益の尊重の観点から、原則として同様の取引は行わない方針であります。また、事業遂行上に

おいて必要がある場合に同様の取引を行う場合であっても、一般的取引条件と同様に取引条件を決定する方針であります。 

  

（４）役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

  

役員報酬：     監査報酬：   

  取締役に支払った報酬 123,208千円     監査証明に係る報酬 21,000千円 

  監査役に支払った報酬 14,372千円     財務調査に係る報酬 12,000千円 

  計 137,580千円     計 33,000千円 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前連結会計年度（平成14年10月1日から平成15年9月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計年度

（平成15年10月1日から平成16年9月30日まで）は改正後の連結財務諸表に基づいて作成しております。 

 なお、当連結会計年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、当該改正前の連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成14年10月1日から平成15年9月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成15年10

月1日から平成16年9月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 なお、当事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、当該改正前の財務諸

表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成14年10月１日から平成15年９月30日まで）及び当連結

会計年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成14年10月１日から平成15年９

月30日まで）及び当事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツによる監

査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

    
前連結会計年度

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   4,408,502 5,165,439 

２．受取手形及び売掛金   8,787,879 3,811,925 

３．たな卸資産 ※1  9,956,333 9,887,951 

４．前渡金   － 2,589,429 

５．繰延税金資産   － 121,800 

６．共同買付立替金   1,925,150 954,862 

７．未収入金   4,135,381 3,465,564 

８．その他   1,698,917 1,349,456 

９．貸倒引当金   △112,868 △576,327 

流動資産合計   30,799,296 96.7 26,770,101 96.8

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※2  42,384 0.1 35,297 0.1

２．無形固定資産    

(1）連結調整勘定   189,807 142,355 

(2）その他   18,405 35,040 

無形固定資産合計   208,213 0.7 177,396 0.7

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※3  318,128 298,818 

(2）長期貸付金   10,775 10,255 

(3）その他 ※1  528,050 1,435,733 

(4) 貸倒引当金   △68,059 △1,076,241 

投資その他の資産合計   788,895 2.5 668,566 2.4

固定資産合計   1,039,493 3.3 881,260 3.2

資産合計   31,838,789 100.0 27,651,361 100.0

     



  

  

    
前連結会計年度

（平成15年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   10,615,425 7,425,934 

２．短期借入金 ※1  6,944,593 17,239,092 

３．未払金   2,418,232 2,920,816 

４．未払法人税等   35,966 19,345 

５．前受金   4,041,922 6,279,953 

６．共同買付預り金   2,131,963 2,087,021 

７．賞与引当金   113,938 99,076 

８．返品調整引当金   61,828 65,427 

９．その他   1,023,720 796,861 

流動負債合計   27,387,592 86.0 36,933,529 133.5

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※1  3,940,300 3,097,700 

２．繰延税金負債   16,824 30,912 

３．退職給付引当金   50,123 58,151 

４．役員退職慰労引当金   292,724 300,841 

５．その他   175,767 51,056 

固定負債合計   4,475,738 14.1 3,538,661 12.8

負債合計   31,863,331 100.1 40,472,191 146.3

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   262,674 0.8 405,315 1.5

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※6  3,686,964 11.6 5,436,964 19.7

Ⅱ 資本剰余金   3,735,535 11.7 5,485,535 19.8

Ⅲ 利益剰余金   △7,734,326 △24.3 △24,193,575 △87.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  24,716 0.1 45,058 0.2

Ⅴ 自己株式 ※7  △106 △0.0 △129 △0.0

資本合計   △287,216 △0.9 △13,226,145 △47.8

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  31,838,789 100.0 27,651,361 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

    
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   18,016,012 100.0 11,858,759 100.0

Ⅱ 売上原価   20,575,104 114.2 15,234,127 128.5

売上総損失   2,559,091 △14.2 3,375,368 △28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  275,268 256,353  

２．給与手当  1,129,840 1,038,938  

３．賞与引当金繰入額  103,648 87,490  

４．退職給付費用  18,295 25,453  

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 47,274 24,617  

６．賃借料  270,212 227,248  

７．貸倒引当金繰入額  53,617 283,163  

８．その他  1,790,330 3,688,486 20.5 1,712,173 3,655,437 30.8

営業損失   6,247,578 △34.7 7,030,805 △59.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  9,996 2,024  

２．為替差益  247,241 －  

３．デリバティブ利益  － 665,725  

４．その他  106,342 363,580 2.0 60,218 727,968 6.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  351,411 390,378  

２．支払手数料  66,154 581,334  

３．売上債権売却損  151,524 46,952  

４．為替差損  － 148,402  

５．デリバティブ損失  1,354,371 －  

６．新株発行費  － 16,998  

７．その他  118,829 2,042,291 11.3 20,445 1,204,511 10.1

経常損失   7,926,289 △44.0 7,507,348 △63.3

     



  

  

    
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．前期損益修正益 ※1 125,727 －  

２．投資有価証券売却益  1,439 －  

３．役員退職慰労引当金 
戻入益 

 － 127,167 0.7 22,400 22,400 0.2

Ⅶ 特別損失    

１．映像使用権の償却方法
の変更に伴う前期損益
修正損 

 － 6,355,434  

２．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

 － 23,900  

３．固定資産除却損 ※2 2,737 －  

４．過年度売上値引及び 
売上戻り損失 

 － 1,436,074  

５．貸倒引当金繰入額  － 1,023,881  

６．投資有価証券評価損  29,999 73,739  

７．出資金評価損  900 33,637 0.2 － 8,913,028 75.2

税金等調整前当期純損
失 

  7,832,759 △43.5 16,397,977 △138.3

法人税、住民税及び事
業税 

 17,617 28,220  

過年度法人税、住民税
及び事業税 

 23,158 12,210  

法人税等調整額 
（△貸方） 

 286,337 327,113 1.8 △121,800 △81,369 △0.7

少数株主利益   47,780 △0.3 142,640 1.2

当期純損失   8,207,654 △45.6 16,459,248 △138.8

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  
  

  
3,735,535 

資本準備金期首残高  3,735,535 3,735,535

Ⅱ 資本剰余金増加高  

増資による新株の発行  － － 1,750,000 1,750,000 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  3,735,535 5,485,535 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  

利益剰余金期首残高  542,150 542,150 △7,734,326 

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．配当金  68,822 －

  ２．当期純損失  8,207,654 8,276,476 16,459,248 16,459,248 

Ⅲ 利益剰余金期末残高  △7,734,326 △24,193,575 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純損
失 

 △7,832,759 △16,397,977 

減価償却費  15,412 12,657 

連結調整勘定償却額  47,451 47,451 

デリバティブ利益  － △776,370 

デリバティブ損失  1,354,371 － 

投資有価証券評価損  29,999 73,739 

貸倒引当金の増加額  － 1,471,640 

役員退職慰労引当金の
増加額 

 41,834 8,117 

受取利息及び受取配当
金 

 △10,911 △2,649 

支払利息  351,411 390,378 

売上債権の減少額  3,812,983 3,952,073 

たな卸資産の減少額  3,132,642 68,382 

前渡金の増加額（△）
又は減少額 

 201,666 △1,650,305 

共同買付立替金の減少
額 

 310,635 970,287 

未収入金の減少額  2,586,889 669,817 

仕入債務の減少額  △2,303,333 △3,189,490 

未払金の増加額又は減
少額（△） 

 △1,912,144 502,583 

前受金の増加額  3,348,456 2,238,031 

共同買付預り金の減少
額 

 △1,340,456 △44,942 

その他  △102,839 41,987 

小計  1,731,311 △11,614,587 

利息及び配当金の受取
額 

 10,910 2,638 

利息の支払額  △333,713 △387,457 

法人税等の支払額  △441,296 △57,051 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 967,212 △12,056,458 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 － △17,912 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △60,000 △20,000 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 4,518 － 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

 △105,917 － 

その他  15,893 8,250 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △145,505 △29,662 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入による収入  62,010,000 50,937,042 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △67,445,000 △39,744,999 

長期借入による収入  7,500,000 2,329,450 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △3,241,000 △3,697,850 

株式の発行による収入  － 3,483,001 

配当金の支払額  △68,822 － 

その他  △45 △22 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,244,868 13,306,622 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △57,153 △91,821 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額又は減少額(△) 

 △480,314 1,128,680 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 4,517,073 4,036,759 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 4,036,759 5,165,439 

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度の映像版権事業は、大型作品のビデオ

ライセンス販売が翌期にずれ込んだこと、テレビ放映権

の間接販売を減少させたことにより、大幅に減収となり

ました。 

費用面では、大型作品の宣伝費が増加したことに加

え、期末の外国為替レートが平均予約レートと比較して

円高となったことにより多額のデリバティブ損失が発生

しました。 

その結果、当連結会計年度において大幅な当期純損失

を計上し、貸出コミットメントライン契約の財務制限条

項に抵触することとなり、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、現在、金融機関及び

大株主等に対し支援をお願いしており、当面資金調達に

支障は生じないものと考えております。 

また、「対処すべき課題」に記載のとおり、中期経営

計画（Ｖ－ＰＲＯＪＥＣＴ）を実施し、収益力の改善を

図るとともに、資本増強も視野に入れて財務体質の強化

を行っていく予定であります。 

なお、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を反映しており

ません。 

当社グループは、前連結会計年度において8,027,654

千円の当期純損失を計上し、当社の貸出コミットメント

ライン契約の財務制限条項に抵触することとなり、継続

企業の前提に関する重要な疑義が生じました。 

当該状況を解消すべく、金融機関及び大株主等に対し

て支援をお願いし、平成16年１月にコミットメントライ

ン契約を更新し、2月27日付けで3,500,000千円の第三者

割当増資を完了させております。また、中期経営計画

（Ｖ－ＰＲＯＪＥＣＴ）を策定し、収益力の改善及び財

務体質の強化に努めてまいりました。 

しかしながら、大型作品の完成の遅れやテレビ業界に

おける大手企業の民事再生法適用の影響等により販売が

減少するとともに、映画配給事業における広告宣伝費の

増加や一部大型作品の興行収入の不振による利益率の悪

化及び会計方針の変更による特別損失の計上により、当

連結会計年度において16,459,248千円の当期純損失を計

上した結果、13,226,145千円の債務超過となり、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、平成16年12月27日及

び平成17年1月11日に合計で14,000,000千円の第三者割

当増資を実施する予定であり、株式会社有線ブロードネ

ットワークスの子会社となる予定です。また、金融機関

にも引続き支援をお願いしており、当面資金調達に支障

は生じないものと考えております。 

今後は、「対処すべき課題」に記載のとおり、中期経

営計画（改革プラン）を実施し、株式会社有線ブロード

ネットワークスの子会社として、収益力の改善を図り、

再建を目指してまいります。 

なお、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を反映しており

ません。 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ３社 (1）連結子会社の数 ３社 

  (2）連結子会社の名称 (2）連結子会社の名称 

  (株)ギャガ・クロスメディア・ 

マーケティング 

(株)キネマ旬報社 

(株)ギャガ・デジタルブレイン 

同左 

  (3）連結の範囲の異動 (3）   ────────── 

  (株)キネマ旬報社は、同社株式の取得

により新たに連結子会社となりました。

平成15年４月１日付にて、当社IT部門

を分社化し、商号を(株)ギャガ・デジタ

ルブレインとしております。 

  

  (4）非連結子会社の名称及び連結の範囲

から除いた理由 

(4）非連結子会社の名称及び連結の範囲

から除いた理由 

  Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称 

(1)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称 

  Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)ビットワークス・ジャパン 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)ビットワークス・ジャパン 

(株)ＢＢＢ 

  (2）持分法を適用しない理由 (2）持分法を適用しない理由 

  持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がないため持

分法の適用の対象から除外しておりま

す。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

  



項目 
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 

 その他有価証券  その他有価証券 

  (イ)時価のあるもの (イ)時価のあるもの 

  当連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

なお、評価差額は全部資本直入法

により処理しており、売却原価は

移動平均法により算定しておりま

す。 

同左 

  

  

  

  

  

  (ロ)時価のないもの (ロ)時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  ②デリバティブ ②デリバティブ 

  時価法 同左 

  ③たな卸資産 ③たな卸資産 

  (イ）仕掛品 (イ）仕掛品 

  個別法による原価法 同左 

  (ロ)映像使用権 (ロ)映像使用権 

  定率法による２年償却 作品毎の映像使用権の金額を過去

の実績に基づいて劇場上映権、ビデ

オ化権及びテレビ放映権の予想収益

（利益）に応じて按分し、権利毎に

使用による収益獲得時に一括償却す

る方法 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 

 定率法 同左 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 

   定額法 同左 

(3）重要な繰延資産の処理方

法 

    ────────── ①新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(4）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与の翌連結会計年度支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担に属する部分

の金額を計上しております。 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  ③返品調整引当金 ③返品調整引当金 

   連結子会社の一部において、売上返

品による損失に備えるため、返品予測

高に対する売上総利益相当額を計上し

ております。 

当社及び一部の連結子会社におい

て、売上返品による損失に備えるた

め、返品予測高に対する売上総利益相

当額を計上しております。 

  ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

同左 

  ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

   当社及び一部の連結子会社は、役員

の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく当連結会計年度末現在の支

給見積額を計上しております。 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末現

在の支給見積額を計上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

  

同左 

(6）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(7)重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについて、特例処理の

条件を充たしている場合には、特例処

理を採用しております。 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

同左 

  ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

   将来の借入金金利の変動リスクを回

避する目的で金利スワップを行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと

に行っております。 

同左 

  ④ヘッジ有効性の評価 ④ヘッジ有効性の評価 

   特例処理の要件に該当することを事

前に確認しており、有効性の判定は省

略しております。 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 イ 消費税の処理方法  イ 消費税の処理方法 

  税抜方式を採用しております。 同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  ロ 自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

ロ   ─────────── 

  

  「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号）が平成14年４月１日以降

に適用されることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基準

によっております。これによる当連

結会計年度の損益に与える影響はあ

りません。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  ハ １株当たり情報 ハ   ─────────── 

  「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）が平成14年４

月１日以降開始する連結会計年度に

係る連結財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準及び適用指針に

よっております。なお、これによる

影響については、「１株当たり情報

に関する注記」に記載しておりま

す。 

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定については、㈱キネマ旬

報社については５年間の均等償却、その

他については発生年度に全額償却してお

ります。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した連結会社の利益処分に基づい

て作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



会計方針の変更 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 

至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

      ───────────── （ビデオ化権の売上計上基準及び映像使用権の評価方法

の変更） 

  ビデオ化権のライセンス売上は、従来、販売契約締

結後ビデオソフトメーカーに対し素材の引渡しが可能

となった時点で計上しておりましたが（素材引渡可能

日基準）、当連結会計年度からビデオソフトメーカー

がビデオを発売開始した時点で計上する方法（ビデオ

発売日基準）に変更いたしました。 

ビデオ化権のライセンス売上の認識は素材引渡しを

原則としながらも、映像の流出を避けるためビデオ発

売直前まで当社で管理することが一般的であることに

加え、ビデオ化権の販売契約書には最低保証印税の金

額が定められており、ビデオの販売実績に関係なく返

還不要であるため、ビデオソフトメーカーに対し素材

の引渡しが可能となった時点で計上しておりました。 

しかし、興行成績が不振に終わった作品について、

ビデオソフトメーカー側から最低保証印税の減額要求

がなされることが多くなり、今後のビデオ化権の販売

を円滑に行うため、当連結会計年度において最低保証

印税を減額する取引が発生しました。今後は契約条項

に従い減額は行わない方針ですが、売上の認識をより

客観的、保守的に行うために上記方法に変更いたしま

した。 

  

また、映像使用権の評価方法は、従来、定率法によ

る２年償却を採用しておりましたが、当連結会計年度

から、作品毎の映像使用権の金額を過去の実績に基づ

いて劇場上映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想

収益（利益）に応じて按分し権利毎に使用による収益

獲得時に一括償却する方法に変更いたしました。 

映像コンテンツプロバイダー事業は、個々の作品の

権利毎に収益（利益）を予想することが困難であり、

恣意性が介入する危険性があったため、権利毎に売上

高と売上原価の対応を図ることをせず、定率法による

２年償却という客観的な基準を採用し、各期毎に対応

させる方法を採用しておりました。 

しかし、定率法による２年償却は最初の権利売上計

上月から償却が開始されるため、償却額が売上計上月

により左右され売上高と売上原価の対応関係に歪が大

きくなる傾向が見られました。 

各作品の権利毎の売上及び原価データが収集・整備さ

れたことに伴い、個々の作品の権利毎の利益の傾向を把

握することが可能となり、恣意性が介入する危険性が少

なくなりました。そのため株式会社有線ブロードネット

ワークスの子会社となることが予定されたことを機に、

期間損益をより適正化するために上記方法に変更いたし

ました。 



  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  この結果、従来の方法に比較して売上高5,249,736千

円、売上原価5,976,142千円がそれぞれ少なく計上さ

れ、さらに、映像使用権の評価方法について期首から同

一の会計処理方法を適用していた場合の影響額

6,355,434千円を特別損失として計上したため、売上総

損失、営業損失及び経常損失はそれぞれ726,406千円減

少し、税金等調整前当期純損失は5,629,027千円増加し

ております。 

  

なお、最低保証印税を減額する取引は下期に発生して

おり、株式会社有線ブロードネットワークスの子会社化

の検討は下期に行われたため、当中間連結会計期間は、

従来の方法によっております。 

従って、当中間連結会計期間は、変更後の方法によっ

た場合に比べて売上高が2,747,880千円、売上原価が

3,870,985千円それぞれ多く計上され、さらに、映像使

用権の評価方法について期首から同一の会計処理方法を

適用していた場合の影響額6,355,434千円が特別損失と

して計上されるため、売上総損失、営業損失、経常損失

はそれぞれ1,123,104千円多く計上され、税金等調整前

中間純損失は5,232,329千円少なく計上されておりま

す。 

  （役員退職慰労引当金の計上基準の変更） 

  当社の連結子会社である株式会社ギャガ・クロスメ

ディア・マーケティングにおける役員退職慰労金につ

いて、従来、支出時の費用として処理しておりました

が、当連結会計年度より、内規に基づく連結会計年度

末要支給見積額を役員退職慰労引当金として計上する

方法に変更いたしました。 

この変更は、役員退職慰労金の設定が会計慣行とし

て定着しつつあることを踏まえ、役員退職慰労金規定

（内規）を整備し、役員退職慰労金を在任期間にわた

って配分することにより、期間損益計算の適正化を図

るために行ったものであります。この変更に伴い、当

連結会計年度対応額12,000千円は販売費及び一般管理

費に、過年度対応額23,900千円は特別損失に計上して

おります。 

この結果、従来と同一の方法に比べて営業損失及び

経常損失はそれぞれ12,000千円増加し、税金等調整前

当期純損失が35,900千円増加しております。 

なお、役員退職慰労金の内規の制定は下期に行った

ため当中間連結会計期間は従来の方法によっておりま

す。 

従って、当中間連結会計期間は、変更後の方法によ

った場合に比べて営業損失、経常損失はそれぞれ7,600

千円少なく計上され、税金等調整前中間純損失は

31,500千円少なく計上されております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において、流動負債の「その他」に

含めていた「前受金」は、資産総額の100分の５を

超えたため、当連結会計年度より区分掲記すること

としました。 

なお、前連結会計年度の流動資産の「その他」に含

まれる「前受金」の金額は671,921千円でありま

す。 

１．     ─────────── 

２．     ─────────── ２．前連結会計年度において、流動資産の「その他」に

含めていた「前渡金」は、資産総額の100分の５を超

えたため、当連結会計年度より区分掲記することと

しました。なお、前連結会計年度の流動資産の「そ

の他」に含まれる「前渡金」の金額は939,124千円で

あります。 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

１.前連結会計年度において、販売費及び一般管理費の

「その他」に含まれていた「貸倒引当金繰入額」

は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度よ

り区分掲記することとしました。なお、前連結会計

年度の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれ

る「貸倒引当金繰入額」は31,957千円であります。 

１．     ─────────── 

２.前連結会計年度において、営業外費用の「その他」

に含まれていた「デリバティブ損失」は、営業外費

用の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記することとしました。なお、前連結会計年度

の営業外費用の「その他」に含まれる「デリバティ

ブ損失」は42,747千円であります。 

２．     ─────────── 



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

１.前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれていた「前渡金の

増加額（△）又は減少額」は、金額の重要性が増し

たため、当連結会計年度より区分掲記することとし

ました。なお、前連結会計年度の営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含まれる「前渡金

の増加額（△）又は減少額」は△327,213千円であり

ます。 

１.       ────────── 

２．前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれていた「前受金の

増加額又は減少額（△）」は、金額の重要性が増し

たため、当連結会計年度より区分掲記することとし

ました。なお、前連結会計年度の営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含まれる「前受金

の増加額又は減少額（△）」は531,861千円でありま

す。 

２．      ────────── 

３．     ────────── ３.前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれていた「貸倒引当

金の増加額」は、金額の重要性が増したため、当連

結会計年度より区分掲記することとしました。な

お、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「貸倒引当金の増加

額」は53,924千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度
（平成15年9月30日） 

当連結会計年度
（平成16年9月30日） 

※１.     ────────── ※１．担保資産及び担保付債務 

  当社は映像使用権の流動化を図るため、特別目的会

社である有限会社シネ・トゥモローとビデオグラム原

盤複製頒布契約を締結して資金を調達しております

が、当該取引を金融取引として会計処理しておりま

す。当該取引によって計上された主な資産及び負債の

期末残高は以下のとおりであります。 

  たな卸資産 1,043,534千円

短期借入金 1,048,950千円

長期借入金 871,500千円

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモローの金融

機関からの借入金1,920,450千円について、有限会社

シネトゥモローを設立したシネ・フェロー有限責任中

間法人に対する基金返還請求権3,000千円に質権が設

定されております。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額   44,726千円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額   48,658千円 

※３．非連結子会社及び関連会社に対する株式の額 ※３．非連結子会社及び関連会社に対する株式の額 
  

投資有価証券 41,407千円 投資有価証券 61,407千円

 ４．偶発債務  ４．偶発債務 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記の会社に

対し遡求義務を負っております。 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記の会社に

対し遡求義務を負っております。 
  

  三井リース事業株式会社 745,815千円 

  SMBCファイナンスサービス株

式会社 

847,770 

  ダイヤモンドリース株式会社 553,350 

  ＮＥＣリース株式会社 636,037 

  興銀リース株式会社 97,020 

  住商リース株式会社 114,250 

  計 2,994,242 

  

  株式会社ユーエフジェイ銀行 221,260千円 

  エヌ・ティ・ティ・リース株
式会社 

― 

  東銀リース株式会社 42,000   

  ダイヤモンドリース株式会社 ― 

  計 263,260 

 ５．貸出コミットメントライン契約  ５．貸出コミットメントライン契約 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行14行と貸出コミットメントライン契約を

締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントラ

インに係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行8行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントラ

インに係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 
    
貸出コミットメントラインの総額  14,000,000千円

借入実行残高 2,000,000 

差引額 12,000,000 

貸出コミットメントラインの総額 10,600,000千円 

借入実行残高 10,100,000  

差引額 500,000 

※６．当社の発行済株式総数は、普通株式9,831,852株

であります。 

※６．当社の発行済株式総数は、普通株式16,831,852株

であります。 

※７．当社が保有する自己株式は、普通株式134株であ

ります。 

※７．当社が保有する自己株式は、普通株式169株であ

ります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

※１．前期損益修正益は、過年度における映像使用権償

却額の過大計上の修正であります。 

※１．   ────────── 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．   ────────── 
    
   

建物 2,201千円

器具及び備品 536 

計 2,737 

   

    

    

    

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

  （平成15年９月30日現在）   （平成16年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 4,408,502千円 
負の現金同等物 
（短期借入金） 

△371,743 

現金及び現金同等物 4,036,759 

現金及び預金勘定と、現金及び現金同等物は一
致しております。 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

２．     ────────── 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開
始時の資産および負債の内訳ならびに株式の取得価額
と取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであ
ります。 

             

株式会社キネマ旬報社   
  
流動資産 239,619千円 

固定資産 26,387 

連結調整勘定 237,259 

流動負債 △277,152 

固定負債 △23,615 

同社株式の取得価額 202,500 

同社現金及び現金同等物 △96,582 

差引：同社取得のための支出 105,917 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

連結会計
年度末残
高相当額 
（千円） 

有形固定資産 132,389 59,056 73,332

無形固定資産
その他 

167,705 103,883 63,822

合計 300,094 162,939 137,155

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

連結会計
年度末残
高相当額 
（千円） 

有形固定資産 119,987 70,806 49,180 

無形固定資産
その他 

161,401 121,667 39,733 

合計 281,389 192,474 88,914 

(2)未経過リース料連結会計年度末残高相当額 (2)未経過リース料連結会計年度末残高相当額 
  

１年内 59,215千円

１年超 85,014千円

合計 144,229千円

１年内 49,491千円

１年超 45,157千円

合計 94,648千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 67,504千円

減価償却費相当額 62,999千円

支払利息相当額 5,364千円

支払リース料 64,719千円

減価償却費相当額 59,428千円

支払利息相当額 4,044千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,470千円

１年超 1,025千円

合計 3,495千円

１年内 2,544千円

１年超 4,446千円

合計 6,990千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成15年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日） 

  

３．時価のない主な有価証券の内容（平成15年９月30日現在） 

  

当連結会計年度（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない主な有価証券の内容（平成16年９月30日現在） 

（注）その他有価証券について73,739千円（非上場株式）の減損処理を行っております。 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 19,767 63,438 43,671 

小計 19,767 63,438 43,671 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 6,970 4,840 △2,130 

小計 6,970 4,840 △2,130 

合計 26,737 68,278 41,541 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

4,518 1,439 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭公開株式を除く） 212,242 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 19,767 96,828 77,061 

小計 19,767 96,828 77,061 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 6,970 5,880 △1,090 

小計 6,970 5,880 △1,090 

合計 26,737 102,708 75,971 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭公開株式を除く） 134,703 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取引、

金利関連では金利スワップ取引及び金利キャップ取引

であります。 

同左 

(2)取引に対する取組方針 (2)取引に対する取組方針 

 当社グループは、将来の為替・金利の変動リスクを

回避するために、デリバティブ取引を利用する方針を

とっております。 

 なお、当社は投機を目的としたデリバティブ取引の

利用は行わない方針であります。 

同左 

(3)取引の利用目的 (3)取引の利用目的 

 当社グループは、外貨建買掛金及び将来における外

貨建取引に係る為替変動リスク及び借入金金利の変動

リスクを回避もしくは軽減するヘッジ目的で、デリバ

ティブ取引を利用しております。 

同左 

(4)取引に係るリスクの内容 (4)取引に係るリスクの内容 

 当社グループはデリバティブ取引を利用するに当た

って、信用度の高い金融機関を契約相手としているた

め、当該取引に信用リスクはないと考えております。 

同左 

(5)取引に係るリスクの管理体制 (5)取引に係るリスクの管理体制 

 連結財務諸表提出会社が定めたデリバティブ取引の

ルールに従って、営業担当役員が承認した申請書に基

づき財務・経理担当役員がリスク等を判断し、金融機

関との契約を行います。 

 また、デリバティブ取引の利用状況、為替予約残高

及び損益について、毎月経営会議で報告が行われま

す。 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 当社グループの利用する為替予約取引及び通貨オプ

ション取引は、外貨建買掛金及び将来における外貨建

取引に係る為替変動リスクを、金利スワップ取引及び

金利キャップ取引は借入金金利の変動リスクを回避も

しくは軽減するためのものであり、契約額は、取引先

との実際の交換金額を表わす数字でないため、当社に

おける市場リスク、信用リスクを図る指標ではありま

せん。 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連 

  

２．金利関連 

  

 （注） 

  

  

  次へ 

区分 種類 

前連結会計年度（平成15年９月30日） 当連結会計年度（平成16年９月30日） 

契約額等
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取引
以外の取
引 

為替予約取引    

買建    

米ドル 14,741,076 6,728,456 14,107,330 △633,746 10,816,502 6,164,124 10,871,289 54,786

通貨オプション取引    

買建    

コール    

米ドル 627,000 209,000 597,000 △30,000 209,000 ― 210,100 1,100

合計 15,368,076 6,937,456 14,704,330 △663,746 11,025,502 6,164,124 11,081,389 55,886

区分 種類 

前連結会計年度（平成15年９月30日） 当連結会計年度（平成16年９月30日） 

契約額等
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価
(千円) 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取引
以外の取
引 

金利スワップ取引    

変動受取・固定支
払 

5,737,500 3,200,000 △195,493 △195,493 3,200,000 2,200,000 △160,769 △160,769

金利キャップ取引    

 買建 2,800,000 2,000,000 197 △25,298 2,000,000 ― ― △3,284

  (25,495) (3,284) (3,284) ―  

合計 8,537,500 5,200,000 △195,296 △220,792 5,200,000 2,200,000 △160,769 △164,054

項目 
前連結会計年度

（平成15年9月30日） 
当連結会計年度 

（平成16年9月30日） 

時価等の算定方法等 １．取引先金融機関等から提示された価

格等に基づき算定しております。 

１．     同左 

  

  ２．契約額等欄の（ ）内は、キャップ

料であります。 

２．     同左 

  ３．ヘッジ会計が適用されているデリバ

ティブ取引は、記載対象から除いて

おります。 

３．     同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注）当社グループは退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（平成15年９月30日現在） 
当連結会計年度 

（平成16年９月30日現在） 

    

退職給付債務（千円） △71,377 △83,309

年金資産（千円） 21,254 25,157 

未積立退職給付債務（千円） △50,123 △58,151 

退職給付引当金（千円） △50,123 △58,151 

  
前連結会計年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

退職給付費用 

勤務費用（千円） 18,295 25,453 



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 
  

  

税務上の繰越欠損金 3,856,075千円

役員退職慰労引当金否認 120,120 

貸倒引当金否認 48,520 

その他 109,207 

繰延税金資産小計 4,133,923 

評価性引当額 △4,133,923 

繰延税金資産の合計 ― 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △16,824 

繰延税金負債の合計 △16,824 

繰延税金負債の純額 △16,824 

税務上の繰越欠損金 10,139,136千円 

役員退職慰労引当金否認 122,518 

貸倒引当金否認 526,034 

賞与引当金否認 40,356 

有価証券評価損 32,755 

映像使用権償却否認 23,199 

過年度売上戻り損失否認 256,410 

その他 102,510 

繰延税金資産小計 11,242,920 

評価性引当額 △11,121,120 

繰延税金資産の合計 121,800 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △30,912 

繰延税金負債の合計 △30,912 

繰延税金資産の純額 90,887 

  
（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 
  

流動資産－繰延税金資産 121,800千円 

固定負債－繰延税金負債 △30,912千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 
  

法定実効税率 △42.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 

売上訂正による影響 1.4 

その他 0.7 

評価性引当額 43.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.2％

法定実効税率 △42.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 

売上訂正による影響 △3.5 

その他 2.1 

評価性引当額 42.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成15年10月１日 至 平成

16年９月30日） 

 全セグメントの売上高、営業損益及び資産の合計額に占める映像関連事業の売上高、営業損益及び資産の金額の割合がいず

れも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成15年10月１日 至 平成

16年９月30日） 

 在外連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しております。 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成15年10月１日 至 平成

16年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成14年10月１日 至平成15年９月30日） 

役員及び個人株主等 

 （注）１．取引条件は、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２．上記取引金額には消費税を含んでおりませんが、期末残高には消費税を含んでおります。 

３．日活株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

４．エイベックス株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

５．株式会社ヒューマックスコミュニケーションズとの取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

６．当社取締役会長である中村雅哉が議決権の80.3％を直接所有しております。 

７．カルチュア・パブリッシャーズ株式会社は平成15年７月に関連当事者でなくなったため、取引金額は同社が関連当事者

であった期間について、また、期末残高は関連当事者でなくなった時点のものを記載しております。 

８．当社取締役である林 瑞峰及びその近親者等が議決権の100.0％を間接所有しております。 

９．平成15年２月にヒューマックステクノロジーから社名変更した株式会社ヒューマックスシネマが、平成15年３月に株式

会社ヒューマックスピクチャーズの全事業部門の営業を譲受しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（千円）

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 
（注）１

取引金額 
（千円） 
（注）２ 

科目 
期末残高
（千円） 
（注）２ 

役員の
兼任等 
（名） 

事業上
の関係 

役員 

中村雅哉 － － 

当社取締役会長 
  
日活株式会社代
表取締役社長 
（注）３ 

（被所有）
直接10.2％

－ －

版権のラ
イセンス
及び配給
収入 

76,278 

売掛金 29,773

前受金 340,725

広告宣伝
の委託 

14,467 買掛金 3,667

依田 巽 － － 

当社取締役 
  
エイベックス株
式会社 
代表取締役会長
兼社長（注）４ 

－ － －
版権のラ
イセンス

100,050 

売掛金 128

前受金 1,417,500

林 瑞峰 － － 

当社取締役 
  
株式会社ヒュー
マックスコミュ
ニケーションズ
代表取締役社長 
（注）５ 

（被所有）
直接0.6％ 

－ －
版権のラ
イセンス

9,120 売掛金 9,765

役員等が議
決権の過半
数を所有す
る会社等
（当該会社
等の子会社
を含む） 

株式会社
マル 
（注）６ 

東京都
大田区 

30,000

映画、ビデオソ
フト、コンピュ
ーター映像の企
画、制作、販
売、レンタル並
びにこれらの輸
出、輸入並びに
これらの制作に
対する出資、フ
ァンドへの投資 

（被所有）
直接3.8％ 

1

同社が
幹事会
社であ
る映画
共同事
業組合
からの
版権販
売業務
の受託 

版権原価 73,298 未払金 55,228

カルチュ
ア・パブ
リッシャ
ーズ株式
会社 
（注）７ 

東京都
渋谷区 

50,000
ビデオソフトの
賃貸販売 

― 1

版権の
仕入及
びライ
センス 

版権のラ
イセンス

16,424 売掛金 6,574

株式会社
ヒューマ
ックス 
シネマ 
（注）
８,９ 

東京都
新宿区 

93,000 映画等の興行 
（被所有）
直接0.7％ 

1
映画配
給業務
を委託 

配給収入 135,866 売掛金 2,333

配給収入
管理手数
料 

168,133 
買掛金
及び未
払金 

16,587



当連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

役員及び個人株主等 

 （注）１．取引条件は、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２．上記取引金額には消費税を含んでおりませんが、期末残高には消費税を含んでおります。 

３．日活株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

４．株式会社ナムコとの取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

５．カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

６．日本ソフトサービス株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。尚、平成16年４月に関連当事者でな

くなったため、取引金額は同社が関連当事者であった期間について、また、期末残高は関連当事者でなくなった時点の

ものを記載しております。 

７．エイベックス株式会社（現エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社）との取引はいわゆる第三者のための

取引であります。尚、平成16年８月に関連当事者でなくなったため、取引金額は同社が関連当事者であった期間につい

て、また、期末残高は関連当事者でなくなった時点のものを記載しております。 

８．当社取締役である林 瑞峰及びその近親者等が議決権の100.0％を間接所有しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
（千円）

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 
（注）１

取引金額
（千円）
（注）２ 

科目 
期末残高
（千円）
（注）２ 

役員の
兼任等 
（名） 

事業上
の関係 

役員 

中村雅哉 － － 

当社取締役会長 
  
日活株式会社代
表取締役社長
（注）３ 

（被所有）
直接19.6％
間接2.8％ 

－ －

版権のラ
イセンス
及び配給
収入 

244,223 

売掛金 
及び未 
収入金 

132,599

前受金 175,035

広告費 40,356 
買掛金 
及び未 
払金 

3,585

当社取締役会長 
  
株式会社ナムコ
代表取締役会長 
(注)４ 

－ －

共同企画
開発費 

－ 立替金 12,500

版権原価 2,084 － －

笠原和彦 － － 

当社取締役 
  
カルチュア・コ
ンビニエンス・
クラブ株式会社 
代表取締役社長 
（注）５ 

－

－ － 広告費 1,500 未払金 633

当社取締役 
  
日本ソフトサー
ビス株式会社 
代表取締役社長 
（注）６ 

－ －
版権のラ
イセンス

1,066 － －

依田 巽 － － 

当社取締役 
  
エイベックス株
式会社 
代表取締役会長
兼社長（注）７ 

－ － －

広告宣伝
の受託 

6,350 － －

版権のラ
イセンス

－ 前受金 2,467,500

役員等が議
決権の過半
数を所有す
る会社等
（当該会社
等の子会社
を含む） 

株式会社
ヒューマ
ックス 
シネマ 
(注)８ 

東京都
新宿区 

350,000 映画等の興行 
（被所有）
直接0.4％ 

1
映画配
給業務
を委託 

配給収入 19,576 未収入金 651

配給収入
管理手数
料 

21,471 
買掛金 
及び未 
払金 

12,042



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  

１株当たり純資産額 △29円21銭

１株当たり当期純損失 834円80銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、1株当たり当期純損失が計上されてい
るため記載しておりません。 
  
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。なお、これによる影響はあり
ません。 

  

１株当たり純資産額 △785円79銭 

１株当たり当期純損失 1,177円18銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益
については、1株当たり当期純損失が計上されて
いるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当期純損失（千円） 8,207,654 16,459,248 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 8,207,654 16,459,248 

期中平均株式数（株） 9,831,752 13,981,958 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権1種類、商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権1種類、及び新株

引受権付社債9種類。なお、これ

らの詳細については、「新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

同左 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  当社は、平成15年12月25日開催の取締役会におい

て、株主資本を充実し、財務体質の強化を図ることを

目的として、平成16年３月31日までに普通株式による

35億円の第三者割当増資を実施することを決議致しま

した。 

 なお、割当先、発行する株式の数等については、後

日開催の取締役会で決定する予定であります。 

（第三者割当増資及び新株予約権発行について） 

 当社は、平成16年12月17日開催の定時株主総会におい

て、下記のように、特に有利な価額をもって、第三者割

当による新株式発行及び新株予約権発行を行うことが承

認されたため、同日開催の取締役会において下記の内容

で新株式及び新株予約権発行を決議致しました。 

  １．第三者割当増資による第１回新株式発行の件 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 発行新株式数 普通株式 22,168,148株

(2) 発行価額 1株につき金260円

(3) 発行価額の総額 5,763,718,480円

(4) 資本組入額 2,881,859,240円

(5) 割当先及び株式数   

㈱有線ブロードネットワークス 17,052,422株

依田 巽 5,115,726株

(6) 申込期日 平成16年12月27日

(7) 配当起算日 平成16年10月1日

    

  ２．第三者割当増資による第２回新株式発行の件 

  (1) 発行新株式数 普通株式 31,678,006株

(2) 発行価額 1株につき金260円

(3) 発行価額の総額 8,236,281,560円

(4) 資本組入額 4,118,140,780円

(5) 割当先及び株式数  

㈱有線ブロードネットワークス 21,409,117株

依田 巽 6,422,735株

㈱レントラックジャパン 3,846,154株

(6) 申込期日 平成17年1月11日

(7) 配当起算日 平成16年10月1日

(8) 効力発生条件  

  第２回新株式発行については、第１回新株式発行

に関する払込がすべてなされることが、効力発生条

件として必要となります。 

    

  ３．資金使途 

  「映像コンテンツプロバイダー事業」の強化を目的と

して、映像使用権の買付け、映像コンテンツの企画・製

作のための運転資金、及び借入金の返済に充当し、自己

資本の充実及び財務体質の改善による経営基盤の安定化

を図るために発行しております。 

  

  



  

  

前連結会計年度
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  ４．新株予約権発行要領 

  (1) 発行する新株予約権の総数 15,930,115個

(2) 新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式

(3) 新株予約権の目的たる株式の数 15,930,115株

(4) 新株予約権の発行価額 無償

(5) 新株予約権を発行する日   

平成17年1月19日又は当社及び割当先が別途書面に

て合意する日 

(6) 各新株予約権の行使時の払込金額 260円

(7) 新株予約権の行使期間 発行日の翌日より5年間

(8) 発行先及び新株予約権数   

㈱有線ブロードネットワークス 13,563,251個

依田 巽 1,775,148個

㈱レントラックジャパン 591,716個

  (9) 効力発生条件 

  当該新株予約権発行については第１回新株式発行

及び第２回新株式発行に関する払込がすべてなされ

ることが、効力発生条件として必要となります。 

    

  （株式売買予約契約について） 

  平成16年10月1日付で、当社が保有している株式会社ギ

ャガ・クロスメディア・マーケティングの株式につい

て、株式会社有線ブロードネットワークスへ以下の内容

の購入予約権を付与する売買予約契約書を締結しまし

た。 

  (1) 対象株式 

  株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティング

株式 19,433株 

  (2) 売買代金 1,800,000千円

(3) 帳簿価格 820,491千円

  (4) 権利行使期間 

  平成16年10月1日～平成17年1月31日 

  (5) 権利の消滅 

  平成17年1月31日までに平成16年9月30日付金銭消費

貸借契約に基づく株式会社有線ブロードネットワー

クスに対する借入金1,800,000千円を完済したとき。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及び割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。 

  

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,371,743 14,192,042 2.14 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,572,850 3,047,050 2.17 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,940,300 3,097,700 2.88 平成17年～21年

その他の有利子負債    

割賦未払金 21,520 15,917 1.6 平成16年～19年

計 10,906,413 20,352,709 － － 

    
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

  長期借入金 1,622,700 140,000 140,000 140,000 

  割賦未払金 5,602 4,713 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   3,935,909 4,791,562 

２．受取手形   940 － 

３．売掛金   8,232,143 3,110,689 

４．映像使用権 ※1  9,895,951 9,726,729 

５．仕掛品   40,862 120,072 

６．前渡金   856,174 2,505,929 

７．前払費用   625,037 772,978 

８．共同買付立替金   1,925,150 954,862 

９．未収入金   4,286,591 3,517,534 

10．未収消費税   － 564,039 

11．その他   10,827 59,771 

12．貸倒引当金   △99,100 △557,420 

流動資産合計   29,710,486 95.0 25,566,749 94.5

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

１．建物  60,751 60,751  

減価償却累計額  28,137 32,613 32,794 27,957 

２．器具及び備品  7,702 7,702  

減価償却累計額  6,080 1,621 6,496 1,206 

有形固定資産合計   34,235 0.1 29,163 0.1

(2）無形固定資産    

１．商標権   1,018 519 

２．ソフトウェア   2,185 20,420 

３．電話加入権   2,013 2,013 

無形固定資産合計   5,217 0.0 22,953 0.1



  

    
前事業年度

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   273,478 234,168 

２．関係会社株式   908,099 928,099 

３．出資金   41,812 － 

４．長期貸付金   10,775 10,255 

５．破産更生債権等   34,323 1,054,310 

６．長期前払費用   34,784 25,163 

７．その他 ※1  284,123 249,666 

８．貸倒引当金   △54,784 △1,073,083 

投資その他の資産合計   1,532,613 4.9 1,428,581 5.3

固定資産合計   1,572,065 5.0 1,480,697 5.5

資産合計   31,282,552 100.0 27,047,447 100.0

     

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   10,350,328 7,164,409 

２．短期借入金 ※2  3,371,743 14,592,042 

３．一年以内返済予定長期
借入金 

※1  3,572,850 3,047,050 

４．未払金   2,385,211 2,929,301 

５．未払費用   65,279 53,440 

６．未払法人税等   26,668 7,020 

７．前受金   4,023,080 6,261,186 

８．預り金   22,209 603,701 

９．共同買付預り金   2,131,963 2,087,021 

10．賞与引当金   82,443 64,900 

11．返品調整引当金   － 11,674 

12．デリバティブ負債   884,538 108,167 

13．その他   3,693 3,344 

流動負債合計   26,920,011 86.0 36,933,260 136.5



  
  

    
前事業年度

（平成15年９月30日） 
当事業年度 

（平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※1  3,940,300 3,097,700 

２．繰延税金負債   16,824 30,912 

３．退職給付引当金   19,270 21,402 

４．役員退職慰労引当金   286,000 256,300 

５．匿名組合出資預り金   175,510 51,056 

固定負債合計   4,437,905 14.2 3,457,371 12.8

負債合計   31,357,917 100.2 40,390,632 149.3

     

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※3  3,686,964 11.8 5,436,964 20.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  3,735,535 5,485,535  

資本剰余金合計   3,735,535 11.9 5,485,535 20.3

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  18,372 18,372  

２．当期未処理損失  7,540,847 24,328,986  

利益剰余金合計   △7,522,475 △24.0 △24,310,614 △89.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金   24,716 0.1 45,058 0.2

Ⅴ 自己株式 ※6  △106 △0.0 △129 △0.0

資本合計   △75,364 △0.2 △13,343,184 △49.3

負債・資本合計   31,282,552 100.0 27,047,447 100.0

     



②【損益計算書】 

  

    
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．映像版権事業収入  9,884,068 2,670,602  

２．映画配給事業収入  5,472,339 15,356,408 100.0 6,238,848 8,909,451 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．映像版権事業原価  11,432,857 5,984,811  

２．映画配給事業原価  7,703,955 19,136,812 124.6 7,771,810 13,756,621 154.4

売上総損失   3,780,404 △24.6 4,847,170 △54.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  171,327 137,580  

２．給与手当  917,666 804,670  

３．賞与引当金繰入額  82,443 64,900  

４．退職給付費用  13,823 18,520  

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 45,700 10,700  

６．福利厚生費  162,979 130,277  

７．旅費交通費  160,689 142,951  

８．賃借料  207,969 157,705  

９．減価償却費  6,954 5,881  

10．貸倒引当金繰入額  31,119 276,834  

11．業務委託費  － 209,701  

12．その他  857,324 2,657,998 17.3 628,361 2,588,084 29.1

営業損失   6,438,403 △41.9 7,435,254 △83.5

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  9,586 1,967  

２．為替差益  246,797 －  

３．デリバティブ利益  － 665,725  

４．その他  115,891 372,275 2.4 68,945 736,637 8.3

     



  

    
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  351,022 390,242  

２．支払手数料  66,154 581,334  

３．売上債権売却損  151,524 46,952  

４．為替差損  － 148,157  

５．デリバティブ損失  1,354,371 －  

６．新株発行費  － 16,998  

７．その他  108,381 2,031,454 13.2 19,498 1,203,184 13.5

経常損失   8,097,582 △52.7 7,901,801 △88.7

Ⅵ 特別利益    

１．役員退職慰労引当金戻
入益 

 － 22,400  

２．前期損益修正益 ※１ 125,727 125,727 0.8 － 22,400 0.3

Ⅶ 特別損失    

１．映像使用権の償却方法
の変更に伴う前期損益
修正損 

 － 6,355,434  

２．固定資産除却損 ※２ 1,202 －  

３．過年度売上値引及び売
上戻り損失 

 － 1,436,074  

４．貸倒引当金繰入額  － 1,023,881  

５．投資有価証券評価損  19,999 21,202 0.2 73,739 8,889,128 99.8

税引前当期純損失   7,993,057 △52.1 16,768,529 △188.2

法人税、住民税及び事
業税 

 7,991 7,398  

過年度法人税、住民税
及び事業税 

 23,158 12,210  

法人税等調整額  286,337 317,488 2.0 － 19,609 0.2

当期純損失   8,310,545 △54.1 16,788,138 △188.4

前期繰越利益又は 
前期繰越損失（△） 

  769,698 △7,540,847 

当期未処理損失   7,540,847 24,328,986 

     



売上原価明細書 

  

  

    
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 映像版権事業原価    

１．映像使用権償却額  10,543,200 5,604,993  

２．その他  889,657 379,817  

当期映像版権事業原価   11,432,857 59.7 5,984,811 43.5

Ⅱ 映画配給事業原価    

１．映画配給原価  1,646,406 2,338,979  

２．プリント及び広告費  6,057,549 5,432,831  

当期映画配給事業原価   7,703,955 40.3 7,771,810 56.5

当期売上原価   19,136,812 100.0 13,756,621 100.0

     



③【損失処理計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成15年12月25日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成16年12月17日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失 7,540,847 24,328,986

Ⅱ 損失処理額 

1 利益準備金取崩額 － 18,372

2 資本準備金取崩額 － － 5,485,535 5,503,907

Ⅲ 次期繰越損失 7,540,847 18,825,078



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

 当事業年度の映像版権事業は、大型作品のビデオライ

センス販売が翌期にずれ込んだこと、テレビ放映権の間

接販売を減少させたことにより、大幅に減収となりまし

た。 

 費用面では、大型作品の宣伝費が増加したことに加

え、期末の外国為替レートが平均予約レートと比較して

円高となったことにより多額のデリバティブ損失が発生

しました。 

 その結果、当事業年度において大幅な当期純損失を計

上し、貸出コミットメントライン契約の財務制限条項に

抵触することとなり、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、現在、金融機関及び

大株主等に対し支援をお願いしており、当面資金調達に

支障は生じないものと考えております。 

 また、「対処すべき課題」に記載のとおり、中期経営

計画（Ｖ－ＰＲＯＪＥＣＴ）を実施し、収益力の改善を

図るとともに、資本増強も視野に入れて財務体質の強化

を行っていく予定であります。 

 なお、財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を反映しておりませ

ん。 

当社は、前期において8,310,545千円の当期純損失を

計上し、当社の貸出コミットメントライン契約の財務制

限条項に抵触することとなり、継続企業の前提に関する

重要な疑義が生じました。 

当該状況を解消すべく、金融機関及び大株主等に対し

て支援をお願いし、平成16年１月にコミットメントライ

ン契約を更新し、2月27日付けで3,500,000千円の第三者

割当増資を完了させております。また、中期経営計画

（Ｖ－ＰＲＯＪＥＣＴ）を策定し、収益力の改善及び財

務体質の強化に努めてまいりました。 

しかしながら、大型作品の完成の遅れやテレビ業界に

おける大手企業の民事再生法適用の影響等により販売が

減少するとともに、映画配給事業における広告宣伝費の

増加や一部大型作品の興行収入の不振による利益率の悪

化及び会計方針の変更による特別損失の計上により、当

期において16,788,138千円の当期純損失を計上した結

果、13,343,184千円の債務超過となり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、平成16年12月27日及

び平成17年1月11日に合計で14,000,000千円の第三者割

当増資を実施する予定であり、株式会社有線ブロードネ

ットワークスの子会社となる予定です。また、金融機関

にも引続き支援をお願いしており、当面資金調達に支障

は生じないものと考えております。 

今後は、「対処すべき課題」に記載のとおり、中期経

営計画（改革プラン）を実施し、株式会社有線ブロード

ネットワークスの子会社として、収益力の改善を図り、

再建を目指してまいります。 

なお、財務諸表は、継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を反映しておりませ

ん。 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  ①時価のあるもの ①時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

なお、評価差額は全部資本直入法に

より処理しており、売却原価は移動

平均法により算定しております。 

同左 

  ②時価のないもの ②時価のないもの 

    移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）仕掛品 (1）仕掛品 

個別法による原価法 同左 

  (2)映像使用権 (2)映像使用権 

  定率法による２年償却 作品毎の映像使用権の金額を過去の

実績に基づいて劇場上映権、ビデオ

化権及びテレビ放映権の予想収益

（利益）に応じて按分し、権利毎に

使用による収益獲得時に一括償却す

る方法 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 

  (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法 同左 

  (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

  均等償却 同左 

５．繰延資産の処理方法 ────────── (1)新株発行費 

    支出時に全額費用処理しておりま

す。 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

  

  

  

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与の翌期支給見込額のうち当事業

年度の負担に属する部分の金額を計

上しております。 

同左 

  (3) (3)返品調整引当金 

  ────────── 売上返品に備えるため、返品予測高

に対する売上総利益相当額を計上し

ております。 

  (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

同左 

  

  

  (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末現在の支給見

積額を計上しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて、特例処理の

条件を充たしている場合には、特例処

理を採用しております。 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

同左 

  ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  将来の借入金金利の変動リスクを回

避する目的で金利スワップを行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと

に行っております。 

同左 

  ④ヘッジ有効性の評価 ④ヘッジ有効性の評価 

  特例処理の要件に該当することを事

前に確認しており、有効性の判定は省

略しております。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(1)消費税の会計処理 

同左 

  (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

(2)  ────────── 

  「自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準」（企業会計基準第
１号）が平成14年４月１日以降に適用
されることになったことに伴い、当事
業年度から同会計基準によっておりま
す。これによる当事業年度の損益に与
える影響はありません。 
なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照表の
資本の部については、改正後の財務諸
表等規則により作成しております。 

  

  (3) １株当たり情報 (3)  ────────── 

  「１株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第４号）が平成14年４月１日以降
開始する事業年度に係る財務諸表から
適用されることになったことに伴い、
当事業年度から同会計基準及び適用指
針によっております。なお、これによ
る影響については、「１株当たり情報
に関する注記」に記載しております。 

  



会計方針の変更 

  

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 

至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

  

────────── 

（ビデオ化権の売上計上基準及び映像使用権の評価方

法の変更） 

  ビデオ化権のライセンス売上は、従来、販売契約締

結後ビデオソフトメーカーに対し素材の引渡しが可能

となった時点で計上しておりましたが（素材引渡可能

日基準）、当期からビデオソフトメーカーがビデオを

発売開始した時点で計上する方法（ビデオ発売日基

準）に変更いたしました。 

ビデオ化権のライセンス売上の認識は素材引渡しを

原則としながらも、映像の流出を避けるためビデオ発

売直前まで当社で管理することが一般的であることに

加え、ビデオ化権の販売契約書には最低保証印税の金

額が定められており、ビデオの販売実績に関係なく返

還不要であるため、ビデオソフトメーカーに対し素材

の引渡しが可能となった時点で計上しておりました。 

しかし、興行成績が不振に終わった作品について、

ビデオソフトメーカー側から最低保証印税の減額要求

がなされることが多くなり、今後のビデオ化権の販売

を円滑に行うため、当期において最低保証印税を減額

する取引が発生しました。今後は契約条項に従い減額

は行わない方針ですが、売上の認識をより客観的、保

守的に行うために上記方法に変更いたしました。 

  

また、映像使用権の評価方法は、従来、定率法によ

る２年償却を採用しておりましたが、当期から、作品

毎の映像使用権の金額を過去の実績に基づいて劇場上

映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想収益（利

益）に応じて按分し権利毎に使用による収益獲得時に

一括償却する方法に変更いたしました。 

映像コンテンツプロバイダー事業は、個々の作品の

権利毎に収益（利益）を予想することが困難であり、

恣意性が介入する危険性があったため、権利毎に売上

高と売上原価の対応を図ることをせず、定率法による

２年償却という客観的な基準を採用し、各期毎に対応

させる方法を採用しておりました。 

しかし、定率法による２年償却は最初の権利売上計

上月から償却が開始されるため、償却額が売上計上月

により左右され売上高と売上原価の対応関係に歪が大

きくなる傾向が見られました。 

各作品の権利毎の売上及び原価データが収集・整備

されたことに伴い、個々の作品の権利毎の利益の傾向

を把握することが可能となり、恣意性が介入する危険

性が少なくなりました。そのため株式会社有線ブロー

ドネットワークスの子会社となることが予定されたこ

とを機に、期間損益をより適正化するために上記方法

に変更いたしました。 



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 

至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

  この結果、従来の方法に比較して売上高5,249,736千

円、売上原価5,976,142千円がそれぞれ少なく計上さ

れ、さらに、映像使用権の評価方法について期首から

同一の会計処理方法を適用していた場合の影響額

6,355,434千円を特別損失として計上したため、売上総

損失、営業損失及び経常損失はそれぞれ726,406千円減

少し、税引前当期純損失は5,629,027千円増加しており

ます。 

  

なお、最低保証印税を減額する取引は下期に発生して

おり、株式会社有線ブロードネットワークスの子会社

化の検討は下期に行われたため、当中間会計期間は、

従来の方法によっております。 

従って、当中間会計期間は、変更後の方法によった

場合に比べて売上高が2,747,880千円、売上原価が

3,870,985千円それぞれ多く計上され、さらに、映像使

用権の評価方法について期首から同一の会計処理方法

を適用していた場合の影響額6,355,434千円が特別損失

として計上されるため、売上総損失、営業損失、経常

損失はそれぞれ1,123,104千円多く計上され、税引前中

間純損失は5,232,329千円少なく計上されております。 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 

至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

（貸借対照表） （貸借対照表） 

────────── 前事業年度まで区分掲記していた「出資金」は、金

額が僅少のため、投資その他の資産の「その他」に含

めて表示することに変更いたしました。なお、当事業

年度における「出資金」の金額は10千円であります。 

（損益計算書） （損益計算書） 

────────── 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めていた「業務委託費」は金額の重要性が増

したため、当事業年度より区分掲記することとしまし

た。なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含まれる「業務委託費」は119,162千円であり

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成15年9月30日） 

当事業年度

（平成16年9月30日） 

※１．    ────────── ※１．担保資産及び担保付債務 

当社は映像使用権の流動化を図るため、特別目的会

社である有限会社シネ・トゥモローとビデオグラム原

盤複製頒布契約を締結して資金を調達しております

が、当該取引を金融取引として会計処理しておりま

す。当該取引によって計上された主な資産及び負債の

期末残高は以下のとおりであります。 

  映像使用権 1,043,534千円 

一年以内返済予定長期借入金 1,048,950千円 

長期借入金 871,500千円 

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモローの金融

機関からの借入金1,920,450千円について、有限会社

シネトゥモローを設立したシネ・フェロー有限責任中

間法人に対する基金返還請求権3,000千円に質権が設

定されております。 

※２．    ────────── 

  

※２．関係会社に対する債務       

短期借入金          400,000千円 

※３．授権株式数及び発行済株式数 

授権株式数   普通株式 39,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 9,831,852株 

※３．授権株式数及び発行済株式数 

授権株式数   普通株式 39,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 16,831,852株 

 ４．偶発債務  ４．偶発債務 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記の会社に

対し遡求義務を負っております。 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記の会社に

対し遡求義務を負っております。 
  

  三井リース事業株式会社 745,815千円   

  SMBCファイナンスサービス株式

会社 

847,770千円   

  ダイヤモンドリース株式会社 553,350千円   

  ＮＥＣリース株式会社 636,037千円   

  興銀リース株式会社 97,020千円   

  住商リース株式会社 114,250千円   

  計 2,994,242千円   

  

  株式会社ユーエフジェイ銀行 221,260千円   

  エヌ・ティ・ティ・リース株式

会社 

― 

  

  

  東銀リース株式会社 42,000千円   

  ダイヤモンドリース株式会社 ―   

  計 263,260千円   

５．貸出コミットメントライン契約 ５．貸出コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引
銀行14行と貸出コミットメントライン契約を締結し
ております。 
当事業年度末における貸出コミットメントライン
に係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引
銀行８行と貸出コミットメントライン契約を締結し
ております。 
当事業年度末における貸出コミットメントライン
に係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

    
貸出コミットメントラインの総額 14,000,000千円

借入実行残高  2,000,000千円

差引額 12,000,000千円

    
貸出コミットメントラインの総額 10,600,000千円

借入実行残高 10,100,000千円

差引額 500,000千円

※６．自己株式 ※６．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式134株
であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式169株
であります。 



  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成15年9月30日） 

当事業年度

（平成16年9月30日） 

７．配当制限 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は24,716千円
であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は45,058千円
であります。 

８．資本の欠損の額は7,540,954千円であります。 ８．資本の欠損の額は24,329,115千円であります。 

    

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

※１．前期損益修正益は、過年度における映像使用権償

却額の過大計上の修正であります。 

※１．      ────────── 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．      ────────── 

    
  （千円）

建物 826 

器具及び備品 376 

計 1,202 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
    

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 77,168 34,507 42,660

車両及び運搬具 8,365 1,858 6,506

ソフトウェア 160,278 101,438 58,840

合計 245,811 137,804 108,006

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 62,945 37,345 25,600 

車両及び運搬具 8,365 4,647 3,717 

ソフトウェア 148,784 116,510 32,274 

合計 220,095 158,502 61,592 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  
  １年内 47,673千円 

  １年超 65,692千円 

  合計 113,366千円 

  １年内 35,240千円 

  １年超 30,453千円 

  合計 65,693千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  
  支払リース料 55,108千円 

  減価償却費相当額 51,243千円 

  支払利息相当額 4,080千円 

  支払リース料 50,333千円 

  減価償却費相当額 46,338千円 

  支払利息相当額 2,831千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,470千円

１年超 1,025千円

合計 3,495千円

１年内 2,544千円

１年超 4,446千円

合計 6,990千円



（有価証券関係） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 



（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
    

  

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金 3,268,376千円

役員退職慰労引当金否認 120,120 

貸倒引当金否認 38,933 

その他 84,192 

繰延税金資産小計 3,511,623千円

評価性引当額 △3,511,623 

繰延税金資産の合計 －千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △16,824千円

繰延税金負債の合計 △16,824千円

繰延税金負債の純額 △16,824千円

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金 9,687,172 千円 

役員退職慰労引当金否認 104,314   

貸倒引当金否認 518,455   

賞与引当金否認 26,414   

有価証券評価損 30,011   

映像使用権償却否認 23,199   

過年度売上戻り損失否認 256,410   

その他 61,676   

繰延税金資産小計 10,707,654 千円 

評価性引当額 △10,707,654   

繰延税金資産の合計 － 千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △30,912 千円 

繰延税金負債の合計 △30,912 千円 

繰延税金負債の純額 △30,912 千円 

      

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 △42.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 

その他 0.2 

評価性引当額 45.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.1％

法定実効税率 △42.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割 0.0 

過年度法人税、住民税及び事業税 0.1 

税率変更による影響 0.2 

その他 1.5 

評価性引当額 43.4 

売上訂正による影響 △3.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.1％

    

   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 ７円67銭 

１株当たり当期純損失 845円28銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、1株当たり当期純損失が計上されているた
め記載しておりません。 
  
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第４号）を適用しております。な
お、これによる影響はありません。 

  

１株当たり純資産額 △792円74銭 

１株当たり当期純損失 1,200円70銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、１株当たり当期純損失が計上されているた
め記載しておりません。 
  

  
前事業年度

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当期純損失（千円） 8,310,545 16,788,138 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 8,310,545 16,788,138 

期中平均株式数（株） 9,831,752 13,981,958 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権1種類、商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権1種類、及び新株

引受権付社債9種類。なお、これ

らの詳細については、「新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

同左 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  当社は、平成15年12月25日開催の取締役会におい

て、株主資本を充実し、財務体質の強化を図ることを

目的として、平成16年３月31日までに普通株式による

35億円の第三者割当増資を実施することを決議致しま

した。 

 なお、割当先、発行する株式の数等については、後

日開催の取締役会で決定する予定であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（第三者割当増資及び新株予約権発行について） 

 当社は、平成16年12月17日開催の定時株主総会におい

て、下記のように、特に有利な価額をもって、第三者割

当による新株式発行及び新株予約権発行を行うことが承

認されたため、同日開催の取締役会において下記の内容

で新株式及び新株予約権発行を決議致しました。 

１．第三者割当増資による第１回新株式発行の件 

(1) 発行新株式数 普通株式 22,168,148株 

(2) 発行価額 1株につき金260円 

(3) 発行価額の総額 5,763,718,480円 

(4) 資本組入額 2,881,859,240円 

(5) 割当先及び株式数   

㈱有線ブロードネットワークス 17,052,422株 

依田 巽 5,115,726株 

(6) 申込期日 平成16年12月27日 

(7) 配当起算日 平成16年10月1日 

    

２．第三者割当増資による第２回新株式発行の件 

(1) 発行新株式数 普通株式 31,678,006株 

(2) 発行価額 1株につき金260円 

(3) 発行価額の総額 8,236,281,560円 

(4) 資本組入額 4,118,140,780円 

(5) 割当先及び株式数  

㈱有線ブロードネットワークス 21,409,117株 

依田 巽 6,422,735株 

㈱レントラックジャパン 3,846,154株 

(6) 申込期日 平成17年1月11日 

(7) 配当起算日 平成16年10月1日 

(8) 効力発生条件  

第２回新株式発行については、第１回新株式発行

に関する払込がすべてなされることが、効力発生条

件として必要となります。 

  

３．資金使途 

「映像コンテンツプロバイダー事業」の強化を目的と

して、映像使用権の買付け、映像コンテンツの企画・製

作のための運転資金、及び借入金の返済に充当し、自己

資本の充実及び財務体質の改善による経営基盤の安定化

を図るために発行しております。 



  

  

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

当事業年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

  ４．新株予約権発行要領 

(1) 発行する新株予約権の総数 15,930,115個 

(2) 新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 

(3) 新株予約権の目的たる株式の数 15,930,115株 

(4) 新株予約権の発行価額 無償 

(5) 新株予約権を発行する日   

平成17年1月19日又は当社及び割当先が別途書面にて

合意する日 

(6) 各新株予約権の行使時の払込金額 260円 

(7) 新株予約権の行使期間 発行日の翌日より5年間 

(8) 発行先及び新株予約権数   

㈱有線ブロードネットワークス 13,563,251個 

依田 巽 1,775,148個 

㈱レントラックジャパン 591,716個 

(9) 効力発生条件  

当該新株予約権発行については第１回新株式発行

及び第２回新株式発行に関する払込がすべてなされ

ることが、効力発生条件として必要となります。 

    

（株式売買予約契約について） 

平成16年10月1日付で、当社が保有している株式会社ギ

ャガ・クロスメディア・マーケティングの株式につい

て、株式会社有線ブロードネットワークスへ以下の内容

の購入予約権を付与する売買予約契約書を締結しまし

た。 

(1) 対象株式   

株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティング

株式 19,433株 

(2) 売買代金 1,800,000千円 

(3) 帳簿価格 820,491千円 

(4) 権利行使期間   

平成16年10月1日～平成17年1月31日 

(5) 権利の消滅   

平成17年1月31日までに平成16年9月30日付金銭消費

貸借契約に基づく株式会社有線ブロードネットワー

クスに対する借入金1,800,000千円を完済したとき。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産総額の100分の１以下につき、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略しております。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）当期末における自己株式数は169株であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 － － － 60,751 32,794 4,656 27,957

器具及び備品 － － － 7,702 6,496 415 1,206

有形固定資産計 － － － 68,453 39,290 5,071 29,163

無形固定資産 － － －  

商標権 － － － 938 419 93 519

ソフトウェア － － － 23,648 3,228 2,051 20,420

電話加入権 － － － 2,013 － － 2,013

無形固定資産計 － － － 26,600 3,647 2,145 22,952

長期前払費用 219,284 25,163 3,284 241,163 216,000 31,500 25,163

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 3,686,964 1,750,000 － 5,436,964

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 （株） （9,831,852） (7,000,000)      － (16,831,852)

普通株式 （千円） 3,686,964 1,750,000      － 5,436,964

計 （株） （9,831,852） (7,000,000)      － （16,831,852）

計 （千円） 3,686,964 1,750,000      － 5,436,964

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）     

株式払込剰余金 （千円） 3,735,535 1,750,000      － 5,485,535

計 （千円） 3,735,535 1,750,000      － 5,485,535

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 18,372 －      － 18,372

計 （千円） 18,372 －      － 18,372



【引当金明細表】 

 （注） １．引当金の計上理由及びその額の算定方法は、「重要な会計方針」に記載しております。 

２．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び貸倒懸念債権等の回収によるも

のであります。 

３．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は引当金計上額と支給額との差額によるものであります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 153,884 1,581,501 25,685 79,197 1,630,503

賞与引当金 82,443 64,900 82,443 － 64,900

返品調整引当金 － 11,674 － － 11,674

役員退職慰労引当金 286,000 10,700 18,000 22,400 256,300



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税が含まれております。 

  

③ 映像使用権 

  

④ 仕掛品 

  

区分 金額（千円）

現金 2,161 

預金の種類 

当座預金 170,580 

普通預金 4,618,821 

小計 4,789,401 

合計 4,791,562 

相手先 金額（千円）

オースティンパワーズ イン ゴールドメンバー  
ユニオン 

477,568 

ＯＮＧ－ＢＡＫユニオン 262,500 

ジェネオンエンタテインメント㈱ 199,510 

キル・ビル映画共同事業組合 187,849 

ドッグヴィルユニオン 138,171 

その他 1,845,089 

合計 3,110,689 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) + (B) 

× 100

(A) + (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
366 

8,232,143 9,353,570 14,475,024 3,110,689 82.3％ 222日 

前期末残高（千円） 当期増加額（千円） 当期減少額（千円） 当期償却額（千円） 当期末残高（千円）

9,895,951 10,828,540 ― 10,997,761 9,726,729 

品名 金額（千円）

映像版権事業 120,072 

合計 120,072 



⑤ 前渡金 

  

⑥ 共同買付立替金 

相手先 金額（千円）

NEW LINE INTERNATIONAL RELEASING INC 1,114,545 

FINTAGE MAGYAR KFT. 524,201 

MIRAMAX FILM CORP. 511,250 

松竹㈱ 105,054 

麻布税務署 87,386 

その他 163,489 

合計 2,505,929 

相手先 金額（千円）

プロミス ユニオン 371,658 

イニシャルＤ ユニオン 223,899 

アンリーシュト映画共同事業組合 180,011 

ゴーストライダー映画共同事業組合 42,308 

ショウリンガール ユニオン 27,835 

その他 109,148 

合計 954,862 



⑦ 未収入金 

  

⑧ 買掛金 

  

⑨ 短期借入金 

  

相手先 金額（千円）

ユニバーサル・ピクチャーズ・ジャパン㈱ 673,408 

ファーレンハイト911映画共同事業組合 347,350 

キル・ビル映画共同事業組合 281,737 

松竹㈱ 193,776 

パールイヤリングユニオン 134,685 

その他 1,886,576 

合計 3,517,534 

相手先 金額（千円）

ＦＩＮＴＡＧＥ ＭＡＧＹＡＲ ＫＦＴ． 1,693,206 

Ｆｉｌｍａｕｒｏ Ｓ．ｒ．ｌ 1,122,500 

ＳＨＡＬＬ ＷＥ ＤＡＮＣＥ映画共同事業組合 413,506 

ＮＥＷ ＬＩＮＥ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬＲＥＬ
ＥＡＳＩＮＧ ＩＮＣ 

240,220 

ＦＲＥＥ ＥＮＴＥＲＴＡＩＮＭＥＮＴ ＫＦＴ. 231,922 

その他 3,463,054 

合計 7,164,409 

相手先 金額（千円）

㈱東京三菱銀行 3,650,757 

㈱三井住友銀行 3,100,000 

㈱みずほコーポレート銀行 1,848,484 

㈱有線ブロードネットワークス 1,800,000 

㈱ユーエフジェイ銀行 1,653,700 

その他 2,539,100 

合計 14,592,042 



⑩ 1年内返済長期借入金 

  

⑪ 長期借入金 

  

⑫ 未払金 

  

相手先 金額（千円）

㈲シネ・トゥモロー 1,048,950 

㈱ユーエフジェイ銀行 342,200 

㈱東京三菱銀行 332,000 

㈱りそな銀行 332,000 

商工組合中央金庫 175,000 

その他 816,900 

合計 3,047,050 

相手先 金額（千円）

㈱三井住友銀行 1,615,000 

㈲シネ・トゥモロー 871,500 

㈱東京三菱銀行 170,000 

㈱ユーエフジェイ銀行 167,000 

㈱りそな銀行 166,000 

その他 108,200 

合計 3,097,700 

相手先 金額（千円）

ＭＩＲＡＭＡＸ ＦＩＬＭ ＣＯＲＰ. 240,905 

松竹㈱ 175,153 

クローサー・トゥ・ザ・サン映画共同事業組合 166,921 

㈱博報堂 119,049 

㈱アイアンドエス・ビービーディオー 95,026 

その他 2,132,245 

合計 2,929,301 



⑬ 共同買付預り金 

  

⑭ 前受金 

  

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

ファーレンハイト911映画共同事業組合 685,486 

パール・イヤリング ユニオン 222,829 

ドッグヴィル ユニオン 220,146 

アスミックエース・エンタテインメント㈱ 146,628 

スイミング・プール ユニオン 127,844 

その他 684,086 

合計 2,087,021 

相手先 金額（千円）

エイベックス㈱（現エイベックス・グループ・ホール
ディングス㈱） 

2,467,500 

アミューズメントソフトエンタテイメント㈱ 776,475 

㈱アーティストフィルム 467,250 

㈱メディアファクトリー 317,100 

㈱国際メディア・コーポレーション 190,050 

その他 2,042,811 

合計 6,261,186 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）１．当社の決算公告は、当社ホームページ( http://www.gaga.co.jp ）に掲載することとしております。 

２．株券の種類につきましては平成16年11月12日の当社取締役会決議において株式取扱規程を変更し、100,000株券及び

1,000,000株券を追加いたしました。 

３．平成16年12月17日開催の定時株主総会において、定款の一部を変更し、決算期が次のとおりとなりました。ただし、当該

変更は平成17年1月11日払込予定の第三者割当による新株式発行に関する払込が終了した時点で効力を発生いたします。 

なお、第20期事業年度については、平成16年10月1日から平成17年8月31日までの11ヶ月となります。 

  

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

株主名簿閉鎖の期間 なし 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 

・100株以上 …当社作品の試写会に招待（応募多数の場合、抽選） 
・200株以上 …下記の組み合わせより選択 

①ＤＶＤ１枚 
②劇場鑑賞券※２枚 

・500株以上 …カミングスーンＴＶ１年間無料視聴権(希望者)と 
下記の組み合わせより選択 
①ＤＶＤ２枚 
②ＤＶＤ１枚および劇場鑑賞券２枚 
③劇場鑑賞券４枚 

・1,000株以上…カミングスーンＴＶ１年間無料視聴権（希望者）および
ＤＶＤナビゲーター１年間無料購読権（DVD希望者）と下
記の組み合わせより選択 
①ＤＶＤ３枚 
②ＤＶＤ２枚および劇場鑑賞券２枚 
③ＤＶＤ１枚および劇場鑑賞券４枚 
④劇場鑑賞券６枚 

※当社配給作品を指定劇場で一枚につき大人一回鑑賞可能。 

１．決算期 8月31日 

２．定時株主総会 11月中 

３．基準日 8月31日 

４．中間配当基準日 2月末日 



第７【提出会社の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日）平成15年12月26日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書（第三者割当増資）及び添付書類 

平成16年2月10日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

平成16年3月1日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）半期報告書 

（第19期中）（自 平成15年10月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月25日関東財務局長に提出。 

(5）臨時報告書 

平成16年9月3日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条2項第11号、第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(6）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

平成16年12月17日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成１８年７月１２日

株式会社ギャガ・コミュニケーションズ     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 堤 佳史   印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１．「有価証券報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失

等で処理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該連結会計年度の連

結財務諸表を訂正している。 

 この訂正の結果、連結貸借対照表に与える主な影響としては、受取手形及び売掛金が1,088,575千円減少し、た

な卸資産が1,177,687千円減少し、買掛金が2,043,943千円減少し、前受金が1,494,150千円増加している。また、

連結損益計算書については売上高が1,213,000千円減少したこと等により、営業損失が132,751千円増加し、経常損

失及び税金等調整前当期純損失がそれぞれ266,534千円増加している。 

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度において大幅な当期純損失を計上した結

果、貸出コミットメントライン契約の財務制限条項に抵触することとなり、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１５年１２月２５日開催の取締役会において、株主資本を

充実し、財務体質の強化を図ることを目的として、平成１６年３月３１日までに普通株式による３５億円の第三者

割当増資を実施することを決議している。 

 なお、割当先、発行する株式の数等については、後日開催の取締役会で決定する予定である。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

  平成１８年７月１２日 

株式会社ギャガ・コミュニケーションズ   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 堤 佳史   印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの連結会計年度の連
結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び
連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立
場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試
査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって
終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。 
  
追記情報 
１．「有価証券報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失
等で処理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該連結会計年度の連
結財務諸表を訂正している。 
 この訂正の結果、連結貸借対照表に与える主な影響としては、たな卸資産が921,397千円増加し、前受金が
1,140,400千円増加している。また、連結損益計算書については売上高が85,644千円増加したこと、映像使用権の
償却方法の変更に伴う前期損益修正損451,779千円及び過年度売上値引及び売上戻り損失601,723千円を取り消した
こと等により、営業損失が178,743千円減少し、経常損失が305,340千円減少し、税金等調整前当期純損失が
1,358,844千円減少している。 
２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当連結会計年度において16,459,248千円の当期純損失を計
上した結果、13,226,145千円の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に
対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このよ
うな重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 
３．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度にビデオ化権のライセンス売上について、従来
素材引渡可能日基準を採用していたが、当連結会計年度からビデオ発売日基準を採用することに変更した。また、
映像使用権の評価方法については、従来定率法による２年償却を採用していたが、当連結会計年度から作品毎の映
像使用権の金額を過去の実績に基づいて劇場上映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想収益（利益）に応じて按
分し、権利毎に使用による収益獲得時に一括償却する方法に変更した。 
４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月１７日開催の取締役会において、第三者割当
増資による新株式発行及び新株予約権の発行を決議している。 
 また、平成１６年１０月１日付けで、株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティングの株式について、株式
会社有線ブロードネットワークスへ購入予約権を付与する売買予約契約書を締結している。 
  
 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成１８年７月１２日

株式会社ギャガ・コミュニケーションズ     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 堤 佳史   印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの第１８期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「有価証券報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失

等で処理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該事業年度の財務諸

表を訂正している。 

 この訂正の結果、貸借対照表に与える主な影響としては、売掛金が1,088,575千円減少し、映像使用権が

1,177,687千円減少し、買掛金が2,043,943千円減少し、前受金が1,494,150千円増加している。また、損益計算書

については売上高が1,213,000千円減少したこと等により、営業損失が132,751千円増加し、経常損失及び税引前当

期純損失がそれぞれ266,534千円増加している。 

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において大幅な当期純損失を計上した結果、貸

出コミットメントライン契約の財務制限条項に抵触することとなり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１５年１２月２５日開催の取締役会において、株主資本を

充実し、財務体質の強化を図ることを目的として、平成１６年３月３１日までに普通株式による３５億円の第三者

割当増資を実施することを決議している。 

 なお、割当先、発行する株式の数等については、後日開催の取締役会で決定する予定である。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

  平成１８年７月１２日 

株式会社ギャガ・コミュニケーションズ   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 堤 佳史   印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの第１９期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「有価証券報告書の訂正報告書の提出理由」に記載されているとおり、会社は過年度売上値引及び売上戻り損失

等で処理していた売上の取消し処理を、対応する事業年度で取り消し処理すること等とし、当該事業年度の財務諸

表を訂正している。 

 この訂正の結果、貸借対照表に与える主な影響としては、映像使用権が921,397千円増加し、前受金が1,140,400

千円増加している。また、損益計算書については売上高が85,644千円増加したこと、映像使用権の償却方法の変更

に伴う前期損益修正損451,779千円及び過年度売上値引及び売上戻り損失601,723千円を取り消したこと等により、

により、営業損失が178,743千円減少し、経常損失が305,340千円減少し、税引前当期純損失が1,358,844千円減少

している。 

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において16,788,138千円の当期純損失を計上し

た結果、13,343,184千円の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対す

る経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

３．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度にビデオ化権のライセンス売上について、従来素材

引渡可能日基準を採用していたが、当事業年度からビデオ発売日基準を採用することに変更した。また、映像使用

権の評価方法については、従来定率法による２年償却を採用していたが、当事業年度から作品毎の映像使用権の金

額を過去の実績に基づいて劇場上映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想収益（利益）に応じて按分し、権利毎

に使用による収益獲得時に一括償却する方法に変更した。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１２月１７日開催の取締役会において、第三者割当

増資による新株式発行及び新株予約権の発行を決議している。 

 また、平成１６年１０月１日付けで、株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティングの株式について、株式

会社有線ブロードネットワークスへ購入予約権を付与する売買予約契約書を締結している。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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